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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第81期 第82期 第83期 第84期 第85期

決算年月 平成18年12月 平成19年12月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月

売上高 (百万円) 43,078 45,187 52,464 45,066 44,104

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) 151 △387 195 1,238 2,199

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) 160 △421 277 515 550

純資産額 (百万円) 21,182 18,898 16,626 19,662 19,739

総資産額 (百万円) 55,198 53,317 51,064 46,158 46,900

１株当たり純資産額 　 256円78銭 229円15銭 201円64銭 190円72銭 191円43銭

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

　 1円95銭 △5円11銭 3円37銭 6円05銭 5円34銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

　 ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 38.3 35.4 32.5 42.6 42.0

自己資本利益率 (％) 0.8 △2.1 1.6 2.8 2.8

株価収益率 (倍) 132.4 ― 38.6 23.0 24.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,098 689 688 2,701 2,706

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,141 △30 1,150 494 △960

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △36 △586 △1,675 △1,168 △2,425

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 4,060 4,133 4,296 6,324 5,644

従業員数 (名) 684 650 633 597 584

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第81期、第83期、第84期および第85期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式がないため記載して

おりません。第82期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失を計上してい

るため、また、潜在株式がないため記載しておりません。

３　第82期の株価収益率は、当期純損失を計上しているため、記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第81期 第82期 第83期 第84期 第85期

決算年月 平成18年12月 平成19年12月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月

売上高 (百万円) 38,543 40,416 47,864 41,252 40,447

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) 96 △433 118 906 2,089

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) 120 △437 227 208 502

資本金 (百万円) 7,541 7,541 7,541 9,015 9,015

発行済株式総数 (株) 82,454,95482,454,95482,454,954103,068,954103,068,954

純資産額 (百万円) 20,443 18,342 16,086 18,841 18,893

総資産額 (百万円) 53,240 51,503 49,288 44,332 45,073

１株当たり純資産額 　 248円02銭 222円53銭 195円16銭 182円86銭 183円37銭

１株当たり配当額
(内１株当たり中間配当額)

(円)
(円)

5
(―)

3
(―)

3
(―)

3
(―)

3
(―)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

　 1円46銭 △5円31銭 2円76銭 2円45銭 4円88銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

　 ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 38.4 35.6 32.6 42.5 41.9

自己資本利益率 (％) 0.6 △2.3 1.3 1.2 2.7

株価収益率 (倍) 177.2 ― 47.1 56.8 26.8

配当性向 (％) 343.4 ― 108.6 122.6 61.5

従業員数 (名) 597 564 547 524 513

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第81期、第83期、第84期および第85期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式がないため記載して

おりません。第82期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失を計上してい

るため、また、潜在株式がないため記載しておりません。

３　第82期の株価収益率および配当性向は、当期純損失を計上しているため、記載しておりません。
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２ 【沿革】

　

年月 沿革

大正10年11月 繊維工業用石鹸の製造を目的としてミヨシ石鹸工業合資会社を設立

昭和12年２月 ミヨシ化学興業株式会社に改組、脂肪酸、繊維油剤を製造

昭和16年６月 マーガリンの製造を開始、食品分野に進出

昭和24年２月 ミヨシ油脂株式会社に社名変更

昭和24年５月 東京証券取引所市場第一部に上場

昭和24年６月 大阪出張所(現大阪支店)を開設

昭和25年２月 名古屋出張所(現名古屋支店)を開設

昭和25年３月 高級アルコールおよび粉末石鹸の製造を開始

昭和35年10月 神戸工場に、合成洗剤・食用油脂・工業用油脂製造設備を建設

昭和37年３月 九州営業所(現福岡支店)を開設

昭和38年７月 綾瀬運輸梱包㈱(現ミヨシ物流㈱)を設立

昭和42年11月 名古屋工場に、合成洗剤・化成品・食用油脂製造設備を建設

昭和46年５月 鐘紡㈱(現クラシエホールディングス㈱)との共同出資により、カネボウ石鹸製造㈱(現セキセイ

Ｔ＆Ｃ㈱)を名古屋工場内に設立、化粧石鹸およびシャンプー類の製造を開始

食料品等の販売会社日正商事㈱(現ミヨシ商事㈱)を子会社化

昭和47年２月 米国マレット社との合弁により、日本マレット㈱を設立、離型油及び関連機械の製造販売を開始

昭和47年12月 大洋漁業㈱(現㈱マルハニチロホールディングス)との共同出資により、食用油脂の製造を目的と

する㈱大洋ミヨシ千葉精油所を設立

昭和50年５月 重金属吸着用キレート樹脂を開発し、販売を開始

昭和55年11月 ホイップクリーム工場完成、販売を開始

昭和61年10月 千葉工場にマーガリン製造設備を建設

玉の肌石鹸㈱との共同出資により、ミヨシ㈱(現ミヨシ石鹸㈱)を設立、家庭用トイレタリー商品の

販売を開始

昭和63年11月 千葉工場の粉末油脂製造設備稼動

平成３年８月 マレーシアの脂肪酸製造会社パームオレオ社に資本参加

平成３年12月 動・植物油脂類の保管事業を目的とする日本タンクターミナル㈱を系列化

平成４年７月 ㈱大洋ミヨシ千葉精油所を吸収合併、千葉工場に併合

平成８年10月 石鹸事業を分離し、ミヨシ石鹸製造㈱(現ミヨシ石鹸㈱)を設立

平成10年８月 神戸工場に新マーガリン工場が完成

平成13年１月 本社内に食品研究所(現食品油脂研究所)を設立

平成14年５月 千葉工場に新マーガリン工場が完成

平成15年１月 食料品等の販売会社日正商事㈱、ミユキ商事㈱、ミヨシ商事㈱、㈱岡山食販は合併、日正商事㈱を存

続会社としてミヨシ商事㈱に商号変更

ミヨシ㈱およびミヨシ石鹸製造㈱は合併、ミヨシ㈱を存続会社としてミヨシ石鹸㈱に商号変更
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３ 【事業の内容】

当社の企業集団は、当社、子会社４社、関連会社４社および関連当事者（主要株主）２社で構成され、天然
油脂を原料ベースとした食用油脂、工業用油脂、各種脂肪酸、石鹸等の製造ならびに販売および化成品、環境
関連製品等の製造ならびに販売を主な事業内容とし、さらに、各事業に関する物流およびこれらに附帯する
サービス業務等の事業活動を展開しております。
当社グループの事業に係わる位置付けおよび事業の種類別セグメントは次のとおりであります。
油脂系事業　　 食用油脂は、当社が製造し、需要家および代理店に販売しております。この代理店に連結子会

社のミヨシ商事㈱が含まれております。
関連当事者（主要株主）の山崎製パン㈱に、代理店を経由し製品を販売しております。ま
た、関連当事者（主要株主）の日清オイリオグループ㈱より、主に商社等の代理店を経由し
て油脂原料を購入しております。
関連会社の日本マレット㈱は、当社が海外技術導入に際し締結した合弁事業契約に基づ
き設立したものであります。
工業用油脂、各種脂肪酸は、当社が製造し、需要家および代理店に販売しております。
持分法適用関連会社のセキセイＴ＆Ｃ㈱は、当社の脂肪酸を一部原料とし、石鹸等の製造
ならびに販売を行っております。
石鹸については、持分法適用関連会社のミヨシ石鹸㈱が製造ならびに販売を行っており、
工業用石鹸については、当社が販売しております。

化成品事業　　 当社が化成品ならびに環境関連製品を製造し、需要家および販売代理店に販売しておりま
す。

その他　　　　 非連結子会社の㈱共栄商会は、主に当社の原料の供給業務、連結子会社のミヨシ物流㈱は、当社
製品の物流業務、非連結子会社のミヨシ保険サービス㈱は、当社グループの保険代理業務を
行っており、持分法適用関連会社の日本タンクターミナル㈱は、主に油脂原料を扱う倉庫業
および港湾輸送業等を行っております。

　
事業の系統図は、次のとおりです。

　

(注)　当社が海外市場で事業展開するため締結した合弁事業契約に基づき設立したミヨシインターナショナルコーポ

レーションについて、平成22年７月15日に株式を譲渡したため、同社およびその子会社である天津吉好食品有限

公司は、関係会社に該当しないこととなりました。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

(連結子会社) 　 　 　 　 　

ミヨシ商事㈱　(注)５、６ 東京都葛飾区 65油脂系 100.0

当社製品の販売先および
仕入商品の購入先、
不動産の賃貸
役員の兼任　１名

ミヨシ物流㈱ 東京都葛飾区 124その他 80.6
当社製品の物流業務、
不動産の賃貸
役員の兼任　１名

(持分法適用関連会社) 　 　 　 　 　

セキセイＴ＆Ｃ㈱ 愛知県岩倉市 100油脂系 50.0
当社製品の販売先、
不動産の賃貸
役員の兼任　３名

ミヨシ石鹸㈱ 東京都墨田区 300油脂系 40.0

当社製品の販売先および
仕入商品の仕入先、
不動産の賃貸
役員の兼任　１名

日本タンクターミナル㈱ 千葉市美浜区 157その他 43.4
当社原料の保管
および港湾運送業
役員の兼任　２名

(注) １　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２　上記子会社は、特定子会社に該当しておりません。

３　上記会社は、有価証券届出書および有価証券報告書を提出しておりません。

４　ミヨシ商事㈱に対し、同社の買掛金債務等について保証を行っております。

５　ミヨシ商事㈱については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超

えております。

主要な損益情報等 (1) 売上高 6,863百万円

　 (2) 経常利益 42百万円

　 (3) 当期純利益 23百万円

　 (4) 純資産額 539百万円

　 (5) 総資産額 2,443百万円

　

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況
平成22年12月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

油脂系事業 371

化成品事業 106

全社共通 107

合計 584

(注)　従業員数は就業人員であります。

　
(2) 提出会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

513 43.6 21.8 6,847,719

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

　
(3) 労働組合の状況

提出会社の労働組合は日本労働組合総連合会、日本化学エネルギー産業労働組合連合会に属し、組合員
数は425名でユニオンショップ制であります。
なお、当社グループの労使関係については概ね良好であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、景気の持ち直しにより企業収益に一部改善の兆しが見られた

ものの雇用・消費は依然として厳しい状況であり、不透明感が強まる状況となりました。

当油脂加工業界におきましては、期前半は堅調に推移したものの、夏場の猛暑による需要の減少および

年央から年末にかけての急速な油脂原料価格の高騰や消費者の低価格志向の一層の高まりにより、事業

を取り巻く環境は厳しい状況で推移いたしました。

このような状況のもと当社グループは、企業体質強化の足固めとして、生産、技術、営業が一体となり、

市場ニーズを的確に捉えた製品開発と販売活動を強化するとともに、生産体制の効率化、物流業務の効率

化、販売体制の見直し等の業務改善に引き続き努めるなど更なるコスト低減を推進し、収益基盤の強化に

注力いたしました。

この結果、売上高は441億4百万円（前連結会計年度比2.1％減）、営業利益は22億5千6百万円（前連結

会計年度比87.4％増）、経常利益は21億9千9百万円（前連結会計年度比77.6％増）、当期純利益は5億5千

万円（前連結会計年度比6.8％増）となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

　

≪油脂系事業≫

食用油脂事業につきましては、消費者の低価格志向に対応した値ごろ感のある製品の開発、さらには低

トランス酸化に対応した製品開発など、市場ニーズに即応した製品開発と販売活動を強力に推進いたし

ました。また、消費者の安全志向の高まりを受け、AIB食品安全統合基準に沿った品質管理体制の強化なら

びに生産体制見直しによる物流費の削減などコスト削減に引き続き努めました。

その結果、期前半においては、消費の緩やかな回復と内食化の後押しにより主力のマーガリン、ショー

トニングが堅調に推移し、さらに重点拡販商品として注力した粉末油脂が着実に市場ニーズを捉え好調

に推移いたしました。また、低トランス酸化と美味しさを両立した新製品も売上げに寄与いたしました。

しかしながら期後半は、猛暑と残暑による影響から主要取引先である製パン業界、製菓業界、即席麺業界、

カレー業界において需要の減少と根強い消費者の低価格志向の影響を大きく受ける状況で推移いたしま

した。

工業用油脂事業につきましては、脂肪酸やグリセリンの販売が、自動車関連業界の回復と中国および東

南アジアの良好な経済環境により改善いたしました。また、生産部門においては、引き続き生産体制の見

直しによる効率化を図り収益の改善に努めました。

その結果、売上高は374億6千1百万円（前連結会計年度比3.3％減）、営業利益は15億8千3百万円（前連

結会計年度比97.6％増）となりました。
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≪化成品事業≫

界面活性剤関連事業につきましては、紙・パルプ分野において家庭紙用薬剤が伸長するとともに、香粧

品・化粧品分野においてもクレンジング基剤が順調に推移しており、新商品としてファンデーション用

などの油性化粧品基剤の販売を開始いたしました。また、ISO9001の認証範囲を拡大し、品質管理体制の強

化に努めました。

環境改善関連事業につきましては、国内の電子部品メーカー、メッキ業界の稼働率の回復傾向と海外市

場への展開により廃水用重金属処理剤の販売が増加するとともに飛灰処理剤についても堅調に推移いた

しました。

その結果、売上高は63億9千9百万円（前連結会計年度比4.6％増）、営業利益は5億円（前連結会計年度

比97.6％増）となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

資金は6億7千9百万円減少し、56億4千4百万円となりました。

営業活動の結果、資金は27億6百万円増加（前連結会計年度は27億1百万円の増加）しました。

投資活動の結果、資金は9億6千万円減少（前連結会計年度は4億9千4百万円の増加）しました。

財務活動の結果、資金は24億2千5百万円減少（前連結会計年度は11億6千8百万円の減少）しました。

　

なお、キャッシュ・フローの詳細については、「第２　事業の状況　７　財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況の分析　(1) 資本の財源及び資金の流動性についての分析　①　キャッシュ・フ

ロー」に記載しております。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

(イ)生産実績

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

油脂系事業 22,542 △6.8

化成品事業 4,525 ＋6.5

合計 27,067 △4.8

(注) １　金額は、製造原価によっております。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

３　上記金額には、中間製造工程の自家消費分は含まれておりません。

４　上記のほか、下記のとおり他社へ製造委託しているものがあります。

　

(ロ)製造委託品

当連結会計年度における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

油脂系事業 8,226 △0.6

化成品事業 481 △18.8

合計 8,707 △1.9

(注) １　金額は、仕入価格によっております。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注状況

当社グループは、原則として受注生産を行っておりません。
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(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

油脂系事業 37,461 △3.3

化成品事業 6,399 ＋4.6

その他 243 ＋7.7

合計 44,104 △2.1

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　その他は、不動産賃貸料であります。

３　主な相手先別の販売実績および総販売実績に対する割合は次のとおりであります。
　

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

ニッシン・トーア㈱ 4,931 10.9 5,025 11.4

　

３ 【対処すべき課題】

油脂原料の国際市場における旺盛な需要を背景に原料価格が高騰を続けているなか、国内需要が低迷し、

且つ消費者の低価格志向により競争が一層激化しており、当社グループを取り巻く事業環境は非常に厳し

い状況で推移するものと予想されます。

このような厳しい経営環境ではありますが、中期経営計画に基づき、付加価値の高い競争力ある製品開発

に努めるとともに、営業改革をはじめとする業務改善活動を引き続き行い更なるコストの削減を推し進め、

一方で必要に応じ販売価格の是正を精力的に実施することにより収益を確保して参ります。

なお、確固たる事業基盤の構築のために設備投資の３ヵ年計画を策定し、食用油脂事業の生産設備関係に

27億円、技術開発関係に3億円を予定しておりますが、その資金は平成21年11月12日に実施した第三者割当

増資等による調達資金を充当する予定であります。

　
４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を

及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成23年３月29日)現在において当社グループ

が判断したものであり、事業等のリスクはこれらに限られるものではありません。

(1) 原材料の仕入価格変動

当社グループは、海外からパーム油等の油脂原料を仕入れているため、原材料用油脂の市況および為替

相場が、当社グループの原材料の仕入価格に影響を与えます。

当社グループの製品は、主に製菓・製パンおよび食品加工メーカー向けの業務用製品であるため、原材

料の仕入価格に著しい変動があった場合、納入先ユーザーとの価格改定に多少の時間が必要となり、原材

料の仕入価格の上昇を販売価格に転嫁するのに時間差が生じた場合は、当社グループの業績および財務

状況に悪影響を及ぼす可能性があります。
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(2) 為替レートの変動

当社グループでは、換算時の為替レートが予想を超えて大幅に変動した場合には、外貨建取引から発生

する資産等の日本円換算額に影響を与える可能性があり、当社グループの業績および財務状況に悪影響

を及ぼす可能性があります。 

　

(3) 食品の安全性

当社グループでは、ISO・HACCPおよびAIB食品安全統合基準（米国製パン研究所が制定した管理システ

ム）の認証を取得し、国際標準規格にしたがって各種製品を製造しております。また、トレーサビリ

ティーシステムの構築を進める等品質管理に万全な体制で取り組んでおります。

しかしながら、社会全般にわたる食品の安全性問題が発生した場合、当社グループの業績および財務状

況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

　

(4) 地震等の自然災害

当社グループは、工場における地震等の自然災害について、「災害対策マニュアル」を作成する等万全

の安全対策を講じております。 

しかしながら、万一、大規模災害が発生した場合には、生産設備の損壊、生産活動の停止等により、当社

グループの業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

　

(5) 退職給付債務

当社グループの退職給付費用および債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資産の

期待運用収益率に基づいて算出されております。実際の結果が前提条件と異なった場合、将来期間におい

て認識される費用および計上される債務に影響を及ぼします。 

年金資産の運用利回りの悪化や割引率の低下等は、当社グループの業績および財務状況に悪影響を及

ぼす可能性があります。

　

(6) 重要な訴訟等

当社グループは、事業活動の遂行にあたり法令遵守などコンプライアンス経営に努めておりますが、事

業活動のなかで重要な訴訟等が提起され当社グループに不利な判断がなされた場合には、当社グループ

の業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

 なお、当社グループが係争中の訴訟に関しては「第５　経理の状況　１連結財務諸表等　(2)その他」に記

載のとおりであります。

　
５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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６ 【研究開発活動】

当社グループの研究開発活動は、食品から地球環境関連製品に至るまで、多方面にわたる産業のニーズ

に応えるため、新素材開発の基礎研究と商品化に向けた応用研究を積極的に展開しております。研究開発

体制は、油脂系事業の食品関連では、中長期的な新技術開発テーマに取り組む食品油脂研究所と市場の

ニーズに即応した商品開発をより積極的に展開する食品技術部から構成されております。また、化成品事

業関連では、界面活性剤、環境産業、新規開発関連用途別の技術部から構成されております。

なお、当連結会計年度に研究開発に要した費用総額は、14億2千2百万円であります。

事業の種類別セグメントの研究開発活動は、次のとおりであります。

　

油脂系事業関連では、従来のマーガリン、ショートニング、ホイップクリーム、粉末油脂などの食用加工

油脂のほか、冷凍生地、冷凍食品用素材などについてもより積極的に展開し、用途開発、ソフトの提案、プ

レゼンテーションの実施などの技術活動を進めております。特に「美味しさ・健康・安全・安心・環境

・機能・簡便」をキーワードとして、お客様に役立つ製品を提供するため、製品開発に取り組んでおりま

す。

当社独自の乳化技術を利用した味にこだわりのある製品「フレメン」、独自の硬化技術を利用し低ト

ランス酸化に対応した風味・安定性に優れたフライ用油脂「フライメートLED」などの製品開発を行い

ました。

当セグメントに係る研究開発費は9億3千9百万円であります。

　

化成品事業関連では、紙パルプ用薬剤・香粧品基剤などの各種界面活性剤のほか、重金属処理剤などの

環境関連薬剤について開発活動を推進しております。

界面活性剤分野では、家庭紙用薬剤「ソフティーナ」、製紙工程薬品「ペレミン」「トリミン」ならび

に紙密度調整剤などの新製品開発を進め、特に家庭紙用薬剤は市場で高い評価を獲得しました。また、香

粧品基剤「アンホレックス」「パルナー」の改良開発を進めるとともに、エステル基剤「Mファインオイ

ル」の製品拡充を進めました。さらに、機能と価格を両立させたジェミニ型界面活性剤をはじめとする新

規基剤の開発を進め、市場対応を進めました。

環境関連薬剤分野では、廃水処理剤「エポラス」「エポフロック」、飛灰処理剤「エポルバ」、土壌処

理剤「エポアース」に加え、生分解性に優れた植物由来樹脂エマルジョン「ランディ」とVOC汚染土壌用

バイオ浄化剤の改良開発を進めました。

当セグメントに係る研究開発費は4億8千2百万円であります。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

①　キャッシュ・フロー

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ資金は6億7千9百万円減少し、56億4千4百万円となりました。

当連結会計年度における活動ごとのキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであり

ます。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において営業活動によって得られた資金は27億6百万円（前連結会計年度は27億1百

万円）となりました。これは、主に税金等調整前当期純利益6億7千6百万円に減価償却費の加算16億3百

万円および訴訟損失引当金の増加14億1千2百万円による資金の増加に対し、供託金の支払8億円による

資金の減少があったことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において投資活動の結果、9億6千万円の資金の減少（前連結会計年度は4億9千4百万

円の資金の増加）となりました。これは、主に有価証券の償還17億9千9百万円および関係会社株式の売

却8億2千5百万円による資金の増加に対し、有価証券・投資有価証券の取得32億6千1百万円および生産

設備の老朽化に伴う工事等による有形固定資産の取得3億3千7百万円による資金の減少があったこと

によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において財務活動の結果、24億2千5百万円の資金の減少（前連結会計年度は11億6千

8百万円の資金の減少）となりました。これは、主に短期借入金の純減少額12億円および長期借入金の

返済11億9百万円による資金の減少があったことによるものです。

　

②　資産、負債及び純資産の状況

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ、7億4千2百万円増の469億円となりました。

主な増加は、有価証券5億円、原材料及び貯蔵品3億2千7百万円、繰延税金資産（固定資産）6億9千7百万

円、供託金8億円であり、主な減少は、現金及び預金6億7千9百万円、有形固定資産8億4千2百万円であり

ます。

負債は、前連結会計年度末に比べ、6億6千5百万円増の271億6千1百万円となりました。主な増加は、未

払法人税等7億7千9百万円、設備関係支払手形2億6千6百万円、訴訟損失引当金14億1千2百万円、その他

（流動負債）1億7千万円であり、主な減少は、短期借入金12億円、長期借入金8億9千1百万円でありま

す。

純資産は、前連結会計年度末に比べ、7千7百万円増の197億3千9百万円となりました。主な増加は、利

益剰余金2億4千1百万円であり、主な減少はその他有価証券評価差額金1億4千3百万円であります。

当連結会計年度末の自己資本比率は、前連結会計年度末の42.6％から42.0％に減少しました。また、

１株当たり純資産額は、前連結会計年度末の190円72銭から191円43銭に増加しました。
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(2) 当連結会計年度の経営成績の分析

①　概要

当連結会計年度におけるわが国経済は、景気の持ち直しにより企業収益に一部改善の兆しが見られ

たものの雇用・消費は依然として厳しい状況であり、不透明感が強まる状況となりました。

当油脂加工業界におきましては、期前半は堅調に推移したものの、夏場の猛暑による需要の減少およ

び年央から年末にかけての急速な油脂原料価格の高騰や消費者の低価格志向の一層の高まりにより、

事業を取り巻く環境は厳しい状況で推移いたしました。

このような状況のもと当社グループは、企業体質強化の足固めとして、生産、技術、営業が一体とな

り、市場ニーズを的確に捉えた製品開発と販売活動を強化するとともに、生産体制の効率化、物流業務

の効率化、販売体制の見直し等の業務改善に引き続き努めるなど更なるコスト低減を推進し、収益基盤

の強化に注力いたしました。

　
②　売上高、売上原価、販売費及び一般管理費、営業利益

売上高は、前連結会計年度比2.1％減の441億4百万円となりました。

油脂系事業の売上高は、前連結会計年度比3.3％減の374億6千1百万円となりました。

食用油脂事業においては、デフレの進行や猛暑の影響を受けましたが、値頃感のある製品や差別化し

た製品の拡販に努めた結果、販売数量は前連結会計年度を上回ったものの、油脂原料価格が前連結会計

年度に比べ比較的安定して推移したため、販売価格が若干下落した結果、売上金額は減少しました。

工業用油脂事業においては、主要需要先である合成樹脂、界面活性剤、トイレタリー業界等の需要回

復により販売数量および売上は増加しました。

化成品事業の売上高は、前連結会計年度比4.6％増の63億9千9百万円となりました。

界面活性剤関連事業においては、世界経済不況が徐々に回復基調にある中で、伸長が期待される紙・

パルプ分野、香粧品・化粧品分野等へのシフトをさらに強力に推進し、開発・拡販に努めた結果、販売

数量および売上は増加しました。

環境改善関連事業においては、電子部品メーカー、自動車、メッキ関連企業の操業が回復し、廃水処理

剤の販売が国内海外ともに増加しましたが、飛灰処理剤市場は依然厳しい状況が続いているため、販売

数量および売上は減少しました。

売上原価は、前連結会計年度に比べ21億6千3百万円減少し、356億2千万円となり、原価率は、前連結会

計年度比3.0ポイント減少し、80.8％となりました。これは主に油脂原料価格の下落ならびに生産効率

向上とコスト削減によるものであります。

販売費及び一般管理費は、前連結会計年度比2.5％増の62億2千7百万円となりました。売上原価、販売

費及び一般管理費に含まれている研究開発費は、前連結会計年度比3.9％増の14億2千2百万円となりま

した。

この結果、営業利益は、前連結会計年度比87.4％増の22億5千6百万円となりました。

なお、研究開発活動の詳細については、「第２　事業の状況　６　研究開発活動」に記載しております。
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③　営業外損益、経常利益

営業外損益は、前連結会計年度の3千4百万円の収益（純額）から、5千6百万円の費用（純額）になり

ました。

この結果、経常利益は、前連結会計年度比77.6％増の21億9千9百万円となりました。

　
④　特別損益、税金等調整前当期純利益

特別損益は、前連結会計年度の5億5千万円の損失（純額）から、15億2千2百万万円の損失（純額）に

なりました。これは主に、前連結会計年度の投資有価証券売却益3億8千9百万円、たな卸資産評価損7億6

千4百万円計上、当連結会計年度の訴訟損失引当金繰入額14億1千2百万円計上によるものです。

この結果、税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度比1.7％減の6億7千6百万円となりました。

　
⑤　当期純利益

当期純利益は、前連結会計年度比6.8％増の5億5千万円となりました。１株当たり当期純利益は、前連

結会計年度の6円05銭から5円34銭となりました。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資については、生産工場の生産合理化、効率化を中心に総額7億2千3百万円の設

備投資を実施いたしました。

　

事業の種類別セグメントの設備投資は、次のとおりであります。

　

①　油脂系事業

生産設備の老朽化に伴う設備投資を中心に、総額5億4千4百万円の設備投資を実施いたしました。主要

なものは、当社における神戸工場の制御装置更新であります。

なお、主要な設備の除却・売却等はありません。

　

②　化成品事業

生産設備の増設に伴う設備投資を中心に、総額1億4千6百万円の設備投資を実施いたしました。

なお、主要な設備の除却・売却等はありません。

　

③　その他 

製品倉庫の老朽化に伴う設備投資を中心に、総額3千2百万円の設備投資を実施いたしました。

なお、主要な設備の除却・売却等はありません。
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２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

　

事業所名
(所在地)

事業の
種類別
セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)

従業
員数
(名)建物及び

構築物

機械装置
及び
運搬具

土地

その他 合計
面積
(千㎡)

金額

本社
(東京都葛飾区)

全社的管理
業務・販売
業務

本社 262 7 ― ― 31 301 179

東京工場
(東京都葛飾区)

油脂系事業
食品生産
設備

809 317
25
(3)

765
(75)

92 1,98529

千葉工場
(千葉市美浜区)

油脂系事業
食油生産
設備

1,2591,325 23 2,107 20 4,71287

神戸工場
(神戸市長田区)

油脂系事業
油脂製品
生産設備

1,6121,191
31
(15)

1,283
(30)

29 4,11692

名古屋工場
(愛知県岩倉市)

化成品事業
化成品
生産設備

501 539 44 220 49 1,31179

大阪支店
(大阪市東成区)

関西地区の
販売および
業務連絡

支店 37 0 2 30 6 73 31

名古屋支店
(名古屋市中区)

中京地区の
販売および
業務連絡

支店 49 ― 0 1 1 52 8

　

(2) 国内子会社

　

事業所名
(所在地)

事業の
種類別
セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)

従業
員数
(名)建物及び

構築物

機械装置
及び
運搬具

土地

その他 合計
面積
(千㎡)

金額

ミヨシ物流㈱
(東京都葛飾区ほ
か)

その他 物流設備 1 0 ― ― 0 2 41

ミヨシ商事㈱
(東京都葛飾区ほ
か)

油脂系事業
油脂製品
等の販売
設備

71 0 1 136 14 223 30

　

(3) 在外子会社

該当事項はありません。

　

(注) １　土地の欄中(　)内の外書数は、連結会社以外からの借地面積および借地権であります。

２　上記金額には、建設仮勘定を含めておりません。

３　帳簿価額の「その他」は、工具、器具及び備品、リース資産であります。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の計画の変更

当連結会計年度において、実施中であった重要な設備の新設等のうち、設備計画の見直しにより設備予

定額、着手及び完了予定年月が変更になった設備は以下のとおりであります。

　

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容
設備予定額

資金調達
方法

着手年月 完了年月
完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

提出　会
社

千葉工場
（千葉市　美
浜区)

油脂系事業
精製油　　製
造設備

405 ― 自己資金
平成23年
５月

平成23年
10月

主要な生産品
目の生産能力
に重要な影響
を及ぼすもの
ではありませ
ん。

（注) １　上記金額には、消費税等は含めておりません。

２　当初の計画に比べ、「設備予定額」を405百万円（当初設備予定額400百万円）、「着手予定年月」・「完了予

定年月」をそれぞれ平成23年５月（当初予定平成22年12月）・平成23年10月（当初予定平成23年９月）に変

更しております。

　

(2) 重要な設備の計画の中止

当連結会計年度において、計画中であった重要な設備の新設等について、当社における神戸工場のマー

ガリン製造設備は、設備計画の見直しにより中止しております。
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(3) 重要な設備の新設等

当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、拡充の計画は以下のとおりであります。

　

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

設備予定額
資金調達
方法

着手予定
年月

完了予定
年月

完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

提出　会
社

 千葉工場
（千葉市　美
浜区）

油脂系事業
精製油　　製
造設備

200 ― 増資資金
平成23年
10月

平成23年
12月

主要な生産品
目の生産能力
に重要な影響
を及ぼすもの
ではありませ
ん。

名古屋工場
（愛知県　
岩倉市）

化成品事業
化成品　　製
造設備

110 ― 自己資金
平成23年
３月

平成23年
５月

東京工場
（東京都　
葛飾区）

油脂系事業
天板油　　製
造設備

80 ― 増資資金
平成23年
５月

平成23年
７月

神戸工場
（神戸市　
長田区）

油脂系事業
油脂製品　
製造設備

80 ― 自己資金
平成23年
５月

平成23年
７月

千葉工場
（千葉市　美
浜区）

油脂系事業
粉末油脂　
製造設備

80 ― 増資資金
平成24年
３月

平成24年
６月

神戸工場
（神戸市　
長田区）

油脂系事業
精製油　　製
造設備

75 ― 増資資金
平成24年
６月

平成25年
１月

神戸工場
（神戸市　
長田区）

油脂系事業
油脂製品　
製造設備

80 ― 自己資金
平成24年
５月

平成24年
11月

千葉工場
（千葉市　美
浜区）

油脂系事業
粉末油脂　
製造設備

120 ― 増資資金
平成25年
３月

平成25年
８月

東京工場
（東京都　
葛飾区）

油脂系事業
クリーム　
製造設備

100 ― 増資資金
平成25年
５月

平成25年
８月

神戸工場
（神戸市　
長田区）

油脂系事業
油脂製品　
製造設備

200 ― 自己資金
平成25年
５月

平成25年
12月

名古屋工場
（愛知県　
岩倉市）

化成品事業
化成品　　製
造設備

200 ― 自己資金
平成25年
１月

平成25年
５月

（注）１　上記金額には、消費税等は含めておりません。

２　増資資金は、平成21年11月12日に実施した第三者割当の方法により調達しております。

　

(4) 重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却、売却を除き、重要な設備の除却、売却の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 298,971,000

計 298,971,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年３月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 103,068,954103,068,954
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数
1,000株

計 103,068,954103,068,954― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

適用はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年11月12日 20,614,000103,068,9541,473 9,015 1,473 5,492

(注) 　第三者割当　発行価格143円　資本組入額71.5円

割当先　　　山崎製パン株式会社　日清オイリオグループ株式会社

　

EDINET提出書類

ミヨシ油脂株式会社(E00881)

有価証券報告書

 20/105



　

(6) 【所有者別状況】

平成22年12月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 32 37 178 52 4 8,9819,284 ―

所有株式数
(単元)

― 29,275 780 33,0042,638 16 37,155102,868200,954

所有株式数
の割合(％)

― 28.46 0.76 32.08 2.56 0.02 36.12100.00 ―

(注) １　自己株式35,121株は、「個人その他」に35単元、「単元未満株式の状況」に121株含まれております。

なお、自己株式の株主名簿上の株式数と実質的な所有株式数は同一であります。

２　上記「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が5単元含まれております。

　

(7) 【大株主の状況】

平成22年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

山崎製パン株式会社 東京都千代田区岩本町３丁目10番１号 10,307 10.00

日清オイリオグループ株式会社 東京都中央区新川１丁目23番１号 10,307 10.00

株式会社三菱東京UFJ銀行　　 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 4,099 3.98

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１丁目13番２号 4,099 3.98

三菱UFJ信託銀行株式会社
(常任代理人　日本マスタートラ
 スト信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
(東京都港区浜松町２丁目11番３号)
 

3,857 3.74

ミヨシ協力会 東京都葛飾区堀切４丁目66番１号 3,724 3.61

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 3,585 3.48

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１丁目26番１号 2,420 2.35

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,692 1.64

明治安田生命保険相互会社
(常任代理人　資産管理サービス
 信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内２丁目１番１号
(東京都中央区晴海１丁目８番12号
 晴海アイランドトリトンスクエア
 オフィスタワーＺ棟)

1,449 1.40

計 ― 45,540 44.18
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式　35,000

― ―

(相互保有株式)
普通株式 106,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

102,727,000
102,727 ―

単元未満株式 普通株式 200,954 ― ―

発行済株式総数 103,068,954 ― ―

総株主の議決権 ― 102,727 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」の中には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株(議決権５個)含まれておりま

す。

２　「単元未満株式」には、当社所有の自己株式121株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成22年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
ミヨシ油脂株式会社

東京都葛飾区堀切
４丁目66番１号

35,000 ― 35,000 0.03

(相互保有株式)
日本タンクターミナル
株式会社

千葉市美浜区新港
２番地の１

106,000 ― 106,000 0.10

計 ― 141,000 ― 141,000 0.13

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　
(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 1,550 213

当期間における取得自己株式 ― ―

(注)　当期間における取得自己株式には、平成23年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】
　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(単元未満株式の買増請求) ― ― ― ―

保有自己株式数 35,121 ― 35,121 ―

(注)　当期間における保有自己株式には、平成23年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社の配当政策の基本は、将来にわたり安定した配当の継続と、企業を取り巻く環境の変化に備え企業体

質の強化と業容の拡大のための内部留保の充実との均衡を図っていくことにあります。

また、当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としており、決定機関は株主総会であり

ます。

当事業年度の剰余金の配当につきましては、継続的な安定配当の基本方針のもと、１株当たり年間３円の

配当といたしました。 

　

(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は以下のとおりであります。

　 決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たりの配当額
(円）

　
平成23年３月29日
定時株主総会決議

309 3

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第81期 第82期 第83期 第84期 第85期

決算年月 平成18年12月 平成19年12月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月

最高(円) 298 264 194 164 157

最低(円) 204 146 95 112 117

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成22年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 143 140 141 142 132 140

最低(円) 132 131 131 120 117 119

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　
　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

代表取締役

会長
　 三　木　敏　行 昭和４年３月４日生

昭和30年３月 当社入社

(注)１ 423

昭和39年２月 当社取締役

昭和42年２月 当社常務取締役

昭和44年２月 当社代表取締役専務

昭和49年２月 当社代表取締役社長

平成19年３月 当社代表取締役会長(現任)

代表取締役

社長
　 山　田　　　修 昭和33年12月10日生

昭和57年４月
㈱服部時計店(現セイコーホール
ディングス㈱)入社

(注)１ 83

平成７年９月 セイコーシンガポール PTE.LTD.
取締役社長

平成９年８月 当社入社

平成11年３月 当社取締役経営企画室長

平成13年３月 日本マレット㈱代表取締役社長
(現任)
当社常務取締役経営企画室長兼
食品事業本部副本部長

平成14年３月 当社常務取締役資材部長兼食品事
業本部本部長補佐

平成15年３月 当社専務取締役資材部長

平成16年10月 当社専務取締役資材部長兼食品事
業本部本部長補佐兼海外事業室長

平成17年４月 当社専務取締役食品事業本部本部
長補佐兼油脂原料担当兼海外事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　室長

平成19年３月 当社代表取締役社長(現任)

取締役

常務執行役員

総務・人事・

経理担当
新　津　　　堅 昭和22年５月28日生

昭和47年４月 当社入社

(注)１ 31

平成14年３月 当社総務部長

平成15年３月 当社取締役総務部長

平成15年10月 当社取締役総務人事部長

平成17年２月 綾瀬酸素㈱(現ミヨシ保険サービ　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ス㈱)
代表取締役社長（現任）

平成19年３月 当社取締役常務執行役員総務・人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事・
環境保全担当兼人事部長　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成20年12月 当社取締役常務執行役員総務・人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事担
当兼人事部長　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成21年３月 当社取締役常務執行役員総務・人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事・
経理担当兼人事部長　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　

平成22年３月 当社取締役常務執行役員総務・人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事・
経理担当(現任)　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

取締役

常務執行役員
油化本部長 横　溝　　　修 昭和26年10月５日生

昭和50年４月 当社入社

(注)１ 23

平成13年３月 当社油化事業本部技術部長

平成18年４月 当社油化事業本部技術部長兼市場
開発部長

平成19年３月 当社執行役員油化事業本部本部長
補佐兼油化営業部長

平成19年８月 当社執行役員油化事業本部本部長
補佐兼油化営業部長兼企画業務部
長

平成20年９月
平成21年３月
 

当社執行役員油化事業本部長
当社取締役執行役員油化事業本部
長

平成23年３月 当社取締役常務執行役員油化本部
長(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役

常務執行役員

食品担当兼　

食品技術生産

本部長

三　木　勝　喜 昭和13年８月22日生

昭和39年３月 当社入社

(注)１ 10

昭和53年１月 当社生産技術部長

昭和56年３月 当社取締役生産本部副本部長

昭和62年４月 当社常務取締役生産統括室技術部
長

平成８年３月 当社取締役事業開発部長

平成12年１月 当社取締役生産本部長

平成12年３月 当社常務取締役生産本部長

平成15年３月 当社中国プロジェクト室長

平成19年９月 当社執行役員食品事業本部技術担
当

平成22年３月
 
平成23年２月
 
平成23年３月

当社取締役執行役員食品事業本部
技術担当
当社取締役執行役員食品担当兼食
品技術生産本部長
当社取締役常務執行役員食品担当
兼食品技術生産本部長（現任）

取締役

執行役員

情報システム

担当

兼総務部長

長　與　俊　雄 昭和27年４月11日生

昭和50年４月 三菱信託銀行㈱(現三菱UFJ信託銀
行㈱)入社

(注)１ 16

平成11年４月 同社浦和支店長

平成14年２月 同社池袋支店長

平成16年４月 エム・ユー・トラスト総合管理㈱
常務取締役

平成19年３月 当社執行役員総務部長

平成21年３月 当社取締役執行役員総務部長兼情
報システム部長

平成22年３月 当社取締役執行役員情報システム
担当兼総務部長(現任)

取締役

執行役員
経営企画室長 大　村　章　夫 昭和28年１月26日生

昭和51年４月 ㈱三菱銀行(現㈱三菱東京UFJ銀
行)入社

(注)１ 22

平成８年１月 ㈱東京三菱銀行(現㈱三菱東京UFJ
銀行)新横浜支店長

平成16年５月 同社新宿中央支社長兼法人第一部
長

平成19年１月 千代田インテグレ㈱経理部次長

平成20年３月 当社執行役員経営企画室長兼物流
業務室長

平成21年３月
 
平成23年１月
 
平成23年３月

当社取締役執行役員経営企画室長
兼監査室長兼物流業務室長
当社取締役執行役員経営企画室長
兼監査室長
当社取締役執行役員経営企画室長
(現任)

取締役

執行役員
監査室長 田部井 英　男 昭和24年10月15日生

昭和47年４月 当社入社

(注)１ 11

平成15年４月 当社食品事業本部営業第一部長

平成17年４月 当社福岡支店長

平成19年３月 当社執行役員大阪支店長

平成21年９月 当社執行役員食品事業本部営業統
括部長兼営業第一部長

平成22年１月 当社執行役員食品事業本部本部長
補佐兼営業統括部長兼営業第一部
長

平成22年３月
 
平成23年２月
 
平成23年３月

当社取締役執行役員食品事業本部
長兼営業統括部長
当社取締役執行役員食品営業本部
長
当社取締役執行役員監査室長（現
任）

取締役

執行役員

食品技術生産

本部副本部長

兼　　　　　食品

技術生産本部

技術企画室長

梨　木　　 宏 昭和37年３月15日生

昭和59年４月 日清製油株式会社（現日清オイリ
オグループ株式会社）入社

(注)１ 3

平成16年７月 日清オイリオグループ株式会社業
務用技術部マネジャー

平成17年６月 同社業務用技術部長

平成20年４月 同社業務用技術部長兼パーム事業
統括部主管

平成21年12月 当社顧問

平成22年３月
 
平成23年２月

当社取締役執行役員業務提携推進
担当
当社取締役執行役員食品技術生産
本部副本部長兼食品技術生産本部
技術企画室長（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役 　 飯　島　佐知彦 昭和42年11月18日生

平成５年４月 山崎製パン株式会社入社

(注)１ ―

平成17年３月 同社埼玉第二東村山工場長　　　　　　

平成18年７月
 

株式会社スーパーヤマザキ代表取
締役社長

平成21年11月
 

株式会社ヤマザキ代表取締役副社
長（現任）

平成22年３月 株式会社スーパーヤマザキ代表取
締役会長

平成22年３月
 

山崎製パン株式会社小売事業本部
長

平成22年９月
 
平成22年９月
 

同社執行役員生産統括本部長（現
任）
株式会社スーパーヤマザキ取締役
会長（現任）

平成23年３月 当社取締役（現任）

常勤監査役 　 花　田　　　進 昭和26年７月25日生

昭和49年４月 ㈱三菱銀行(現㈱三菱東京UFJ銀
行)入社

(注)２ 7

平成12年９月 同社証券管理部長

平成13年10月 同社カストディ業務部長

平成16年12月 同社本部審議役

平成17年３月 当社常勤監査役(現任)

常勤監査役 　 田　中　隆　二 昭和25年７月31日生

昭和50年４月 農林中央金庫入社

(注)２ 7

平成10年７月 同社総合企画部支店統括室長兼副
部長

平成15年２月 同社組織整備対策部主任考査役

平成16年６月 農中情報システム㈱取締役企画部
長

平成20年３月 当社常勤監査役(現任)

監査役 　 西　尾　明　久 昭和23年９月15日生

昭和47年４月 当社入社

(注)３ 52

平成14年３月 当社財務部長

平成15年３月 当社取締役財務部長

平成16年３月 当社取締役経理部長兼財務部長

平成19年３月 当社取締役常務執行役員経理・財
務・経営企画・情報システム・物
流業務担当兼財務部長兼監査室長

平成19年４月 当社取締役常務執行役員経理・財
務・情報システム担当兼財務部長
兼監査室長

平成20年９月 当社取締役常務執行役員経理・財
務・情報システム担当兼財務部長

平成20年12月 当社取締役常務執行役員経理・情
報システム担当

平成21年３月 当社監査役(現任)

監査役 　 見　田　　　元 昭和25年12月15日生

昭和49年４月 三菱信託銀行㈱(現三菱UFJ信託銀
行㈱)入社

(注)２ 11

平成15年４月 同社個人業務推進部長

平成15年６月 同社執行役員個人業務推進部長

平成16年10月 同社執行役員リテール企画推進部
長

平成17年６月 同社常務取締役

平成17年10月 三菱UFJ信託銀行㈱常務取締役リ
テール部門長

平成19年６月 エム・ユー・トラスト・アップル
プランニング㈱代表取締役社長

平成20年３月 当社監査役(現任)

平成20年６月 いすゞ自動車㈱監査役(現任)

平成21年６月 アールワイ保険サービス㈱代表取
締役社長(現任)

計 　 699
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(注) １　取締役の任期は、平成22年12月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年12月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

２　監査役の任期は、平成19年12月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年12月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

３　監査役の任期は、平成20年12月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年12月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

４　常勤監査役花田進、田中隆二、監査役見田元は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

５　代表取締役社長山田修は、代表取締役会長三木敏行の次女の配偶者であります。

６　取締役常務執行役員三木勝喜は、代表取締役会長三木敏行の実弟であります。

７　当社では、意思決定の迅速化と業務執行機能強化により、経営の効率化を図るため、執行役員制度を導入してお

ります。執行役員は15名でうち７名は取締役を兼務しております。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　企業統治の体制

イ　企業統治体制の概要

当社は、監査役会設置会社であります。当社の監査役４名のうち３名が社外監査役で、客観的な立場か

ら適切な監査を実施しており、経営の監視機能を高めております。

 取締役会は、10名の取締役で構成され、取締役会を月１回定時に開催するほか、必要に応じて随時開催

し、当社の経営方針、経営戦略に関わる法定事項及び経営の重要事項について審議のうえ意思決定を行っ

ております。また、当社の経営方針及び経営戦略に関わる重要事項については、取締役会の前に会長、社

長、役付執行役員、事業本部長、監査役によって構成される月２回の経営会議において議論を行い、その審

議を経て意思決定を行うことにより、経営機能を一層有効に発揮する体制をとっております。

　また、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するために、執行役員制度を導入して、取締役

会の意思決定の迅速化と業務執行機能・チェック機能の両機能を高めることとしております。

（当社のコーポレート・ガバナンス体制の概要図）

　

ロ　企業統治体制を採用する理由

現状の体制を採用している理由といたしましては、業務執行に関する取締役会の意思決定機能及び監

督機能の強化と執行役員制度による業務執行の迅速化を図るとともに、監査役の監督機能強化にも努め

ており、当社にとって最適な企業統治体制であると認識しております。
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ハ　内部統制システムの整備の状況

当社は、内部統制システムの構築の基本方針として、平成22年12月31日現在、以下のような体制の実践、

強化を進めております。

（イ）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、取締役、従業員を含めた行動規範として企業倫理行動を定めた「ミヨシ油脂行動規範」を遵

守する。また、「コンプライアンス規程」の運用等、各種制度を整備・確立し、取締役の法令違反行為を

抑制・防止する。あわせて、取締役会については「取締役会規則」に則り、その適切な運営が確保され

たなかで月１回開催することを原則とし、その他必要に応じて随時開催して取締役間の意思疎通と迅

速な意思決定を図るとともに相互に業務執行を監督し、必要に応じ外部の専門家を起用し法令違反行

為を未然に防止する。また、当社は監査役会設置会社であり、取締役の職務執行については、監査役会の

定める監査の方針及び分担に従い各監査役の監査の対象になり、経営機能に対する監督強化を図る。

　社会の秩序や安全を脅かす反社会的勢力に対しては、一切の関係を断固拒絶し、不当要求等があった

場合には、警察等の外部専門機関及び顧問弁護士と連携し、組織的に対応する。

（ロ）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に係る情報については、「情報管理規程」に基づき管理基準及び管理体制を整備

し、法令及び社内規則に基づき作成・保存するとともに、必要に応じて取締役、監査役、会計監査人等が

閲覧、謄写可能な状態にし、適切かつ確実に保存・管理する。また、セキュリティ防御により不正アクセ

スに対する電磁的情報の漏洩対策を施す。

（ハ）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

平時におけるリスク管理については、「リスク管理規程」に基づき、リスク管理責任者を社長とする

リスク管理委員会がリスク管理の主管部門となり、定期的なリスクの洗い出し等、業務執行に係る個々

のリスクを明確にし、リスク管理体制を構築する。また、不測の事態の発生等の有事の際には、「ビジネ

ス危機対策マニュアル」および「災害対策マニュアル」に従い、社長を本部長とする対策本部を設置

し迅速な対応を行い、損害の拡大を防止しこれを最小限に止める。

（ニ）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するために、取締役会をスリム化し、執行役員

制度を導入して、取締役会の意思決定の迅速化と業務執行機能・チェック機能の両機能を高める

こととする。

・　取締役会を月１回定時に開催するほか、必要に応じて随時開催する。なお、当社の経営方針及び経営

戦略に関わる重要事項については、事前に会長、社長、役付執行役員、事業本部長、監査役によって

構成される月２回の経営会議において議論を行い、その審議を経て意思決定を行うことにより、経

営機能を一層有効に発揮する体制をとるものとする。

・　取締役会の決定に基づく業務執行については、「組織規程」、「業務分掌規程」に則り、行うものと

する。
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（ホ）使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・　「ミヨシ油脂行動規範」及び「コンプライアンス規程」の定めにより、「コンプライアンスプログ

ラム」に則り、運用する。その内容は社長を委員長とするコンプライアンス委員会を法令遵守の主

管部門とし、コンプライアンス体制の整備及び充実を図ることとともに必要に応じ各部門にて研

修を行う。

・　法令その他コンプライアンス違反に関する事実についての通報相談窓口として、社外の弁護士を含

め３ルートのヘルプラインを運用する。

・　内部監査部門の監査室が定期的に監査を実施する。

（へ）当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

・　グループ会社における業務の適正を確保するため、「ミヨシ油脂行動規範」並びに「コンプライア

ンスプログラム」をミヨシ油脂グループ会社全体に適用する。

・　経営管理については、「関係会社管理規程」に則り管理を行うものとし、定期的に子会社の業務報

告会を実施する。

・　監査役及び会計監査人の監査を通し、ミヨシ油脂グループ会社の業務の適正を確保する。また監査

室が監査を実施し、内部統制の有効性と業務の効率性を確保する体制を構築する。

（ト）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

監査役から監査役の職務を補助すべき使用人を置くことを求められた場合は、監査役の職務を補助

すべき使用人に関する規程を定め、当社の使用人から監査役補助者を任命することとする。

（チ）当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役補助者の人事に関しては、取締役からの独立を確保するため、取締役と監査役とが協議の上で

決定する。なお、監査役補助者は業務の執行にかかる役職を兼務しないこととする。

（リ）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制　

取締役及び使用人は、監査役会の定めるところに従い、各監査役の要請に応じて必要な報告及び情報

提供を行う。 

（ヌ）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役会は、定期的に代表取締役社長との意見交換を行うことができるものとする。また、監査業務

に関し、会計監査人及び顧問弁護士と定期的に会合をもつものとする。

（ル）財務報告の信頼性を確保するための体制

財務報告の適正性を確保するため、金融商品取引法に基づく内部統制報告書の有効かつ適切な提出

に向け、当社及び子会社における内部統制システムの構築を行う。また、その体制が適正に機能するこ

とを継続的に評価し、必要な是正を行うこととする。
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ニ　リスク管理体制の整備の状況

（コンプライアンス委員会）

取締役、従業員を含めた行動規範として企業倫理行動を定めた「ミヨシ油脂行動規範」を遵守す

るとともに、コンプライアンス委員会（経営会議と同一の構成メンバー、監査室長および顧問弁護

士で構成）を定期的に開催し、コンプライアンス体制の強化に向け全社的な取り組みを推進して

おります。

（リスク管理委員会）

当社の事業を取り巻くさまざまなリスクに対して、平常時において的確な管理を行うことを目的

に「リスク管理規程」を制定するとともに、定期的なリスク管理委員会（コンプライアンス委員

会と同一の構成メンバー）の開催を通してリスクの発生の未然防止に努めております。また、リス

クの顕在化および災害の発生等の有事の場合の対応は「ビジネス危機対策マニュアル」および

「災害対策マニュアル」に従い対応することとしております。

　なお、リスク管理委員会の定時の開催については、コンプライアンス委員会とリスク管理委員会

の両委員会を統合した「コンプライアンス・リスク管理委員会」として開催しております。

　
②  内部監査及び監査役監査

（内部監査）

監査室(５名で構成)が内部統制の有効性と業務の効率性について、監査計画に従い監査を実施し、

監査役に報告する体制を構築しております。

（監査役監査）

社外監査役３名を含む４名の監査役で構成し、各監査役は監査役会が定めた監査の方針、分担等に

従い、取締役会・経営会議その他重要な会議に出席するほか取締役等からの聴取などを通じ、取締

役の業務執行に対しての違法性・妥当性について監査を実施しております。

（内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携）　　　

内部監査の監査役監査と会計監査の連携に関しては、内部監査については、監査役は内部監査状況

について監査室に対して報告を求め、会計監査については、監査役は会計監査人と定期的に会合を

もつことにより監査の有効性と効率性の向上に努めております。
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③  社外取締役及び社外監査役

社外監査役は花田進、田中隆二、見田元の３名で、それぞれ㈱三菱東京UFJ銀行、農林中央金庫、三菱

UFJ信託銀行㈱の出身であります。当社は、㈱三菱東京UFJ銀行、農林中央金庫および三菱UFJ信託銀行㈱

との間で定常的な銀行取引や資金借入を行っておりますが、各氏とも各行との間に退職後債権債務は

一切なく、その他の人的、資本等の利害関係も存在せず、監査業務の執行に関し各行が各氏に及ぼす影

響力は全くありません。なお、社外監査役花田進、田中隆二、見田元の３名は、株式会社東京証券取引所

の有価証券上場規程第436条の２に規定する独立役員であります。

　

イ  当該社外役員が提出会社の企業統治において果たす機能及び役割

社外監査役花田進氏および社外監査役田中隆二氏は、金融業務の経験で培われた企業経営に関す

る知識を有しており、社外監査役見田元氏は、他社の経営者を兼務しており企業経営等に関する経験

を有しております。このような専門的な立場から取締役会等において、中立かつ客観的な立場で当社

の議案、審議全般において必要な発言・提言を行い経営における意思決定の適正性を確保しており

ます。

　
ロ  社外役員と内部統制部門及び監査との連携

社外役員と内部統制部門及び監査の連携に関しては、監査役４名中３名が社外監査役であり、内２

名は常勤監査役でありますので、当該監査役が定期的に監査室より内部監査報告を受け、またコンプ

ライアンス・リスク管理委員会への出席などにより、監査役会で議論を踏まえて監査を行っており

ます。

　
ハ　社外取締役を選任していない理由

当社は、社外取締役を選任しておりません。社外取締役の選任については、継続的な検討課題とい

たしておりますが、社外取締役が業務執行者から独立した立場での監督機能を有するという面につ

いては、当社の社外監査役がその機能を代替しており、取締役会や経営会議等の議案、審議全般にお

いて必要な発言、提言を行っていることから、経営の監視機能は十分に有効であると判断しておりま

す。
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④  役員の報酬等

イ  提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

　

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く。)

207 166 ― ― 40 10

監査役
(社外監査役を除く。)

9 8 ― ― 1 1

社外役員 32 27 ― ― 4 3

(注) １　株主総会の決議による取締役の報酬限度額　年額310百万円以内

(平成22年３月26日開催　第84期定時株主総会決議)

２　株主総会の決議による監査役の報酬限度額　年額55百万円以内

(平成22年３月26日開催　第84期定時株主総会決議)

３　上記には、平成22年３月26日開催の第84期定時株主総会終結の時をもって辞任した取締役１名が含まれており

ます。

　

ロ  提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

　

ハ  役員の報酬等の額の決定に関する方針

 取締役の報酬

取締役の報酬は株主総会決議による総額の範囲内（年額310百万円以内）とし、各取締役への

配分については、取締役会で決議しております。

 監査役の報酬

監査役の報酬は株主総会決議による総額の範囲内（年額55百万円以内）とし、各監査役への

配分については、監査役の協議により決定しております。
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⑤  株式の保有状況

イ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数                          65銘柄

貸借対照表計上額の合計額 　　4,888百万円

　

ロ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式のうち、当事業年度における貸借対照表計上額

が資本金額の100分の１を超える銘柄

　

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

㈱三菱UFJフィナンシャ
ル・グループ

4,068,680 1,786安定した資金調達のため

山崎製パン㈱ 853,000 835取引関係の維持・強化のため

三菱商事㈱ 259,000 569取引関係の維持・強化のため

東海カーボン㈱ 500,000 252取引関係の維持・強化のため

㈱千葉銀行 257,000 135安定した資金調達のため

㈱常陽銀行 311,000 111安定した資金調達のため

明治ホールディングス㈱ 23,000 84取引関係の維持・強化のため

森永製菓㈱ 365,000 69取引関係の維持・強化のため

日本化学工業㈱ 320,000 66取引関係の維持・強化のため

㈱中村屋 152,646 59取引関係の維持・強化のため

(注) 明治ホールディングス㈱以下４銘柄は、貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下でありますが、上位10銘柄に

ついて記載しております。
　

⑥  会計監査の状況

新日本有限責任監査法人と監査契約を締結し、会計監査を受けております。会計監査業務を執行した

公認会計士は、村山憲二(５年)および佐野康一(５年)であり、会計監査業務の補助者は公認会計士８

名、その他８名であります。同監査法人は、公認会計士法上の規制開始および日本公認会計士協会の自

主規制に先立ち自主的に業務執行社員の交代制度を導入しております。

また、監査法人およびその業務執行社員と当社の間には、特別の利害関係はありません。

　

⑦　株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

当社は、自己の株式の取得について、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２

項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を

定款に定めております。

　

⑧　取締役の定数

当社の取締役は12名以内とする旨定款に定めております。
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⑨　取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権

の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、また、取締役の選任決議

は、累積投票によらない旨を定款に定めております。

　
⑩　株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める株主総会の

特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。

　
(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 34 0 31 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 34 0 31 ―

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

当社が監査公認会計士に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、「財務報告に係わる内部

統制の体制構築に係わる助言業務」を委託しております。

（当連結会計年度）

該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

  なお、前連結会計年度(平成21年１月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成22年１月１日から平成22年12月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度(平成21年１月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度(平成22年１月１日から平成22年12月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成

しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成21年１月１日から平成

21年12月31日まで)及び前事業年度(平成21年１月１日から平成21年12月31日まで)並びに当連結会計年度

(平成22年１月１日から平成22年12月31日まで)及び当事業年度(平成22年１月１日から平成22年12月31日

まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、新日本有限責任監査法人の監査を受けております。

　

３  連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、公益財

団法人財務会計基準機構へ加入し、同法人が主催するセミナーへ参加する等によって会計基準等の内容を

適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制の整備に努めております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年12月31日)

当連結会計年度
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,324 5,644

受取手形及び売掛金 ※4
 12,606

※4
 12,672

有価証券 － 500

商品及び製品 1,950 2,035

仕掛品 475 523

原材料及び貯蔵品 1,407 1,734

繰延税金資産 30 92

その他 246 162

貸倒引当金 △16 △17

流動資産合計 23,025 23,350

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 15,313 15,283

減価償却累計額 △9,904 △10,270

建物及び構築物（純額） 5,409 5,013

機械装置及び運搬具 30,191 29,966

減価償却累計額 △26,230 △26,577

機械装置及び運搬具（純額） 3,961 3,389

土地 4,566 4,548

建設仮勘定 2 139

その他 2,090 2,058

減価償却累計額 △1,844 △1,805

その他（純額） 246 252

有形固定資産合計 ※1
 14,186

※1
 13,343

無形固定資産 402 315

投資その他の資産

投資有価証券 ※1, ※2
 6,986

※1, ※2
 6,874

長期貸付金 52 43

繰延税金資産 749 1,446

供託金 － 800

その他 791 763

貸倒引当金 △36 △36

投資その他の資産合計 8,544 9,891

固定資産合計 23,132 23,550

資産合計 46,158 46,900
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年12月31日)

当連結会計年度
(平成22年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※1, ※4
 9,143

※1, ※4
 9,241

短期借入金 ※1
 4,175

※1
 2,975

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 1,074

※1
 1,056

未払法人税等 29 808

設備関係支払手形 ※4
 271

※4
 538

その他 ※5
 1,208

※5
 1,378

流動負債合計 15,902 15,997

固定負債

長期借入金 ※1
 7,075

※1
 6,183

繰延税金負債 18 17

退職給付引当金 2,804 2,831

役員退職慰労引当金 502 520

訴訟損失引当金 － 1,412

その他 193 197

固定負債合計 10,593 11,163

負債合計 26,495 27,161

純資産の部

株主資本

資本金 9,015 9,015

資本剰余金 5,492 5,492

利益剰余金 4,552 4,793

自己株式 △22 △22

株主資本合計 19,036 19,277

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 580 437

為替換算調整勘定 24 －

評価・換算差額等合計 605 437

少数株主持分 20 24

純資産合計 19,662 19,739

負債純資産合計 46,158 46,900
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 45,066 44,104

売上原価 ※2, ※6
 37,784

※2, ※6
 35,620

売上総利益 7,281 8,483

販売費及び一般管理費 ※1, ※2
 6,077

※1, ※2
 6,227

営業利益 1,203 2,256

営業外収益

受取利息 11 9

受取配当金 112 116

持分法による投資利益 249 84

受取保険金 68 －

その他 130 101

営業外収益合計 571 311

営業外費用

支払利息 446 278

為替差損 － 42

その他 90 47

営業外費用合計 537 368

経常利益 1,238 2,199

特別利益

貸倒引当金戻入額 3 －

有形固定資産売却益 ※3
 57

※3
 1

投資有価証券売却益 389 34

関係会社株式売却益 － 41

その他 3 2

特別利益合計 453 80

特別損失

有形固定資産除却損 ※4
 41

※4
 73

有形固定資産売却損 ※5
 32

※5
 0

投資有価証券評価損 158 12

たな卸資産評価損 ※6
 764 －

訴訟損失引当金繰入額 － 1,412

その他 6 104

特別損失合計 1,004 1,603

税金等調整前当期純利益 688 676

法人税、住民税及び事業税 43 785

法人税等調整額 125 △663

法人税等合計 168 122

少数株主利益 4 4

当期純利益 515 550
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 7,541 9,015

当期変動額

新株の発行 1,473 －

当期変動額合計 1,473 －

当期末残高 9,015 9,015

資本剰余金

前期末残高 4,018 5,492

当期変動額

新株の発行 1,473 －

当期変動額合計 1,473 －

当期末残高 5,492 5,492

利益剰余金

前期末残高 4,283 4,552

当期変動額

剰余金の配当 △247 △308

当期純利益 515 550

当期変動額合計 268 241

当期末残高 4,552 4,793

自己株式

前期末残高 △21 △22

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △22 △22

株主資本合計

前期末残高 15,821 19,036

当期変動額

新株の発行 2,947 －

剰余金の配当 △247 △308

当期純利益 515 550

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 3,215 241

当期末残高 19,036 19,277

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 767 580

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△186 △143

当期変動額合計 △186 △143

当期末残高 580 437
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △24 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

24 －

当期変動額合計 24 －

当期末残高 － －

為替換算調整勘定

前期末残高 46 24

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△22 △24

当期変動額合計 △22 △24

当期末残高 24 －

評価・換算差額等合計

前期末残高 789 605

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△183 △167

当期変動額合計 △183 △167

当期末残高 605 437

少数株主持分

前期末残高 15 20

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4 4

当期変動額合計 4 4

当期末残高 20 24

純資産合計

前期末残高 16,626 19,662

当期変動額

新株の発行 2,947 －

剰余金の配当 △247 △308

当期純利益 515 550

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △179 △163

当期変動額合計 3,035 77

当期末残高 19,662 19,739
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 688 676

減価償却費 1,679 1,603

有形固定資産除却損 41 73

貸倒引当金の増減額（△は減少） △29 1

退職給付引当金の増減額（△は減少） △146 27

訴訟損失引当金の増減額（△は減少） － 1,412

受取利息及び受取配当金 △123 △126

支払利息 446 278

為替差損益（△は益） 9 42

持分法による投資損益（△は益） △249 △84

投資有価証券売却損益（△は益） △389 △34

関係会社株式売却損益（△は益） － △41

売上債権の増減額（△は増加） 2,201 △65

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,280 △460

仕入債務の増減額（△は減少） △3,442 97

その他 255 197

小計 3,222 3,597

利息及び配当金の受取額 131 165

利息の支払額 △436 △273

供託金の支払額 － △800

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △216 18

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,701 2,706

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 － △2,299

有価証券の償還による収入 － 1,799

投資有価証券の取得による支出 △35 △961

投資有価証券の売却による収入 768 61

関係会社株式の売却による収入 － 825

有形固定資産の取得による支出 △475 △337

無形固定資産の取得による支出 △23 △34

貸付金の回収による収入 182 －

その他 78 △13

投資活動によるキャッシュ・フロー 494 △960

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △6,800 △1,200

長期借入れによる収入 8,000 200

長期借入金の返済による支出 △1,047 △1,109

社債の償還による支出 △4,000 －

株式の発行による収入 2,926 －

自己株式の純増減額（△は増加） △0 △0

配当金の支払額 △247 △309

その他 － △6

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,168 △2,425

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,027 △679

現金及び現金同等物の期首残高 4,296 6,324

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 6,324

※1
 5,644
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

項目
前連結会計年度

(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社および非連結子会社の

数と会社名

①　連結子会社　２社

ミヨシ商事㈱

ミヨシ物流㈱

(1) 連結子会社および非連結子会社の

数と会社名

①　連結子会社　２社

ミヨシ商事㈱

ミヨシ物流㈱
　 ②　非連結子会社

ミヨシ保険サービス㈱

㈱共栄商会

②　非連結子会社

ミヨシ保険サービス㈱

㈱共栄商会
　 (2) 非連結子会社について連結の範囲

から除いた理由

非連結子会社２社は総資産額、売

上高、当期純損益および利益剰余

金(持分に見合う額)等の観点から

みていずれも小規模であり、全体

としても連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないので連結の範

囲から除外しております。

(2) 非連結子会社について連結の範囲

から除いた理由

同左

２　持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法適用会社の数および会社名

関連会社　５社

セキセイＴ＆Ｃ㈱

ミヨシ石鹸㈱

日本タンクターミナル㈱

ミヨシインターナショナ

ルコーポレーション

天津吉好食品有限公司

(1) 持分法適用会社の数および会社名

関連会社　３社

セキセイＴ＆Ｃ㈱

ミヨシ石鹸㈱

日本タンクターミナル㈱

 
 

　 (2) 持分法を適用しない非連結子会社

・関連会社の数と会社名ならびに

持分法を適用しない理由

非連結子会社は上記１(1)②の２

社であり、関連会社は日本マレッ

ト㈱の１社で、それぞれ当期純損

益および利益剰余金等に及ぼす影

響は軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法の適

用から除外しております。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社

・関連会社の数と会社名ならびに

持分法を適用しない理由

同左

 
（持分法の適用範囲の変更）

ミヨシインターナショナルコーポレー

ションの株式を平成22年７月15日に譲

渡したことにより、平成22年６月30日

を基準日として、同社およびその子会

社である天津吉好食品有限公司を持分

法の適用範囲から除外しております。

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社ミヨシ商事㈱他１社の

決算日は、12月31日であり連結決

算日と同一であります。

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

４　会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準

および評価方法

 
 

(イ)有価証券

その他有価証券

時価のあるもの…決算日の市場

価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は、移動

平均法により算定)

 
 

(イ)有価証券

その他有価証券

時価のあるもの…同左

　 時価のないもの…移動平均法に

よる原価法

時価のないもの…同左

　 (ロ)たな卸資産

商品及び製品、仕掛品、原材料及び

貯蔵品

…月次総平均法による原価法　　

(貸借対照表価額については

収益性の低下による簿価切下

げの方法により算定)

重要度の少ない貯蔵品の一部

…最終仕入原価法

(ロ)たな卸資産

商品及び製品、仕掛品、原材料及び

貯蔵品

…同左　　

　

　

　

重要度の少ない貯蔵品の一部

…同左

　 (ハ)デリバティブ…時価法 ―――――

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

(イ)有形固定資産(リース資産を除く)

…①平成19年３月31日以前に取

得したもの

旧定額法によっておりま

す。

②平成19年４月１日以降に取

得したもの

定額法によっております。
なお、耐用年数および残存
価額については、法人税法
に規定する方法と同一の基
準によっております。

(イ)有形固定資産(リース資産を除く)

…①平成19年３月31日以前に取

得したもの

旧定額法によっておりま

す。

②平成19年４月１日以降に取

得したもの

定額法によっております。
なお、耐用年数および残存
価額については、法人税法
に規定する方法と同一の基
準によっております。

　 （追加情報） 

法人税法の改正(所得税法等の一部を

改正する法律　平成20年４月30日　法律

第23号)を契機に見直しを行い、当連結

会計年度より、機械装置等に適用する

耐用年数を改正後の法定耐用年数に変

更しております。

これにより、当連結会計年度の営業利

益、経常利益、税金等調整前当期純利益

がそれぞれ90百万円減少しておりま

す。

なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

　

(ロ)無形固定資産(リース資産を除く)

…定額法によっております。

なお、償却年数については、法

人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。

ただし、ソフトウェアについ

ては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法に

よっております。

(ロ)無形固定資産(リース資産を除く)

…同左

 
 
 

　

(ハ)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用して

おります。

なお、所有権移転外ファイナンス

・リース取引のうち、リース取引

開始日が平成20年12月31日以前の

リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

(ハ)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

同左

(3) 重要な引当金の計上基

準

(イ)貸倒引当金

貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上して

おります。

(イ)貸倒引当金

同左

　 (ロ)賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基

づき計上しております。

(ロ)賞与引当金

同左

　 (ハ)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給

付債務および年金資産の見込額に

基づき計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(15年)による定額法によ

り費用処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(15年)による定額法

により翌連結会計年度から費用処

理することとしております。

(ハ)退職給付引当金

同左

 
　 (ニ)役員退職慰労引当金

当社および一部の連結子会社につ

いては、役員の退職慰労金の支給

に備えるため、内規に基づく支給

見積額を計上しております。

(ニ)役員退職慰労引当金

同左

　 ――――― (ホ)訴訟損失引当金

訴訟に係る損失に備えるため、

その経過等の状況に基づく損失負

担見込額を計上しております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

(4) 重要なヘッジ会計の方

法

(イ)ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっておりま

す。

また、金利スワップの特例処理の

要件を満たしている場合は、特例

処理を採用しております。

(イ)ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしておりますの

で、特例処理を採用しております。

　 (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 　 ヘッジ対象

金利スワップ　 借入金の金利

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　 (ハ)ヘッジ方針

金利上昇リスクをヘッジする目的

で金利スワップを利用しており、

投機目的のためのデリバティブ取

引は行っておりません。

(ハ)ヘッジ方針

同左

　 (ニ)ヘッジ有効性評価方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー

変動の累計とヘッジ手段のキャッ

シュ・フロー変動の累計とを比較

し、両者の変動額を基礎に判断し

ております。

ただし、特例処理によっている金

利スワップについては、有効性の

評価を省略しております。

(ニ)ヘッジ有効性評価方法

金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしておりますの

で、決算日における有効性の評価

を省略しております。

 

(5) その他の連結財務諸表

作成のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用してお

ります。

同左

６　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金の範囲は、手許現金、随時引き出

し可能な預金および容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少の

リスクしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期的な投

資からなっております。

同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

　

前連結会計年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委

員会　平成18年７月５日　最終改正平成20年９月26日　企

業会計基準第９号)を当連結会計年度から適用し、評価

基準については、主として月次総平均法による原価法か

ら主として月次総平均法による原価法(貸借対照表価額

については収益性の低下による簿価切下げの方法によ

り算定)に変更しております。　　

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、営業利益

が81百万円、経常利益が81百万円、税金等調整前当期純

利益が846百万円それぞれ減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。

 

―――――

 

（リース取引に関する会計基準等の適用）

　「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員

会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30日　企業

会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員会　平成６年１月18日

　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第

16号）を当連結会計年度から適用し、所有権移転外ファ

イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理に変更しております。

　また、リース資産の減価償却の方法については、リース

期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する方法

によっております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が平成20年12月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

　これに伴う損益に与える影響はありません。

 

―――――

――――― (「退職給付に係る会計基準」の一部改正(その３)の適

用)

　当連結会計年度から「退職給付に係る会計基準」の一

部改正(その３)(企業会計基準第19号  平成20年７月31

日)を適用しております。

　これに伴う当連結会計年度の営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益に与える影響はありません。
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【表示方法の変更】

　

前連結会計年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

（連結貸借対照表）

　財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成20

年８月７日　内閣府令第50号）が適用となることに伴

い、前連結会計年度において、「たな卸資産」として掲

記していたものは、当連結会計年度から「商品及び製

品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記して

おります。

　なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる

「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、

それぞれ2,389百万円、682百万円、3,042百万円でありま

す。 

　

―――――

（連結損益計算書）

前連結会計年度において営業外収益の「その他」に含

めて表示しておりました「受取保険金」は、営業外収益

総額の10/100を超えたため、当連結会計年度において区

分掲記することといたしました。

　なお、前連結会計年度の「受取保険金」は3百万円であ

ります。

（連結損益計算書）

前連結会計年度において、区分掲記しておりました

「受取保険金」は、営業外収益総額の10/100以下になっ

たため、当連結会計年度より、営業外収益の「その他」に

含めて表示することといたしました。

　なお、当連結会計年度の「受取保険金」は、4百万円であ

ります。

 
前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含

めて表示しておりました「為替差損」は、営業外費用総

額の10/100を超えたため、当連結会計年度において区分

掲記することといたしました。

　なお、前連結会計年度の「為替差損」は9百万円であり

ます。

 
――――― （連結キャッシュ・フロー計算書）

前連結会計年度において「投資活動によるキャッシュ

・フロー」に区分掲記しておりました「貸付金の回収に

よる収入」は、重要性が減少したため、当連結会計年度に

おいて「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その

他」に含めて表示することといたしました。 

　なお、当連結会計年度の「投資活動によるキャッシュ・

フロー」の「その他」に含まれる「貸付金の回収による

収入」は19百万円であります。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成21年12月31日)

当連結会計年度
(平成22年12月31日)

※１　担保に供している資産は、次のとおりであります。

資産の種類
工場財団
(百万円)

その他
(百万円)

建物及び構築物 4,796 3

機械装置及び運搬具 3,450 ―

土地 4,254 126

投資有価証券 ― 52

合計 12,501 181

上記「その他」は取引保証に係るものでありま

す。

※１　担保に供している資産は、次のとおりであります。

資産の種類
工場財団
(百万円)

その他
(百万円)

建物及び構築物 4,417 3

機械装置及び運搬具 2,968 ―

土地 4,232 126

投資有価証券 ― 53

合計 11,618 183

上記「その他」は取引保証に係るものでありま

す。

 
担保に対応する債務は、次のとおりであります。

負債の種類
工場財団
(百万円)

その他
(百万円)

支払手形及び買掛金
(極度限度額)

―
(―)

376
(132)

短期借入金 3,000 ―

１年内返済予定の長期借入金 721 ―

長期借入金 6,029 ―

(極度額) (10,000)(―)

合計 9,750 376

上記「その他」は取引保証に係るものでありま

す。

 
担保に対応する債務は、次のとおりであります。

負債の種類
工場財団
(百万円)

その他
(百万円)

支払手形及び買掛金
(極度限度額)

―
(―)

316
(133)

短期借入金 2,100 ―

１年内返済予定の長期借入金 676 ―

長期借入金 5,353 ―

(極度額) (10,000)(―)

合計 8,129 316

上記「その他」は取引保証に係るものでありま

す。

※２　非連結子会社および関連会社に対するものは次の

とおりであります。

投資有価証券(株式) 1,792百万円

※２　非連結子会社および関連会社に対するものは次の

とおりであります。

投資有価証券(株式) 1,027百万円

　３　偶発債務については、下記の会社の金融機関からの

借入金に対し、支払保証を行っております。

保証先 保証額(百万円)

(関係会社等) 　
Ting Hao

　 Holding Corp.　
324

　３　　　　　　　　―――――

※４　連結会計年度末日満期手形の会計処理は、手形交換

日をもって決済処理をしています。したがって、当

連結会計年度末日が金融機関の休日であったた

め、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年

度末残高に含まれております。

受取手形 410百万円

支払手形 405

設備関係支払手形 23

※４　連結会計年度末日満期手形の会計処理は、手形交換

日をもって決済処理をしています。したがって、当

連結会計年度末日が金融機関の休日であったた

め、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年

度末残高に含まれております。

受取手形 373百万円

支払手形 363

設備関係支払手形 66

※５　賞与引当金9百万円が含まれております。 ※５　賞与引当金9百万円が含まれております。
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(連結損益計算書関係)

　

前連結会計年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費6,077百万円の主要な費目お

よび金額は次のとおりであります。

運送費及び保管費 2,244百万円

給料手当及び賞与 1,634

福利厚生費 290

減価償却費 236

退職給付費用 177

貸倒引当金繰入額 3

役員退職慰労引当金繰入額 41

※１　販売費及び一般管理費6,227百万円の主要な費目お

よび金額は次のとおりであります。

運送費及び保管費 2,323百万円

給料手当及び賞与 1,683

福利厚生費 310

減価償却費 224

退職給付費用 179

貸倒引当金繰入額 1

役員退職慰労引当金繰入額 47

※２　一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開

発費は、1,369百万円であります。

※２　一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開

発費は、1,422百万円であります。

※３　有形固定資産売却益の内訳は次のとおりでありま

す。

機械装置及び運搬具 0百万円

土地 57

計 57

※３　有形固定資産売却益の内訳は次のとおりでありま

す。

機械装置及び運搬具 1百万円

※４　有形固定資産除却損の内訳は次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 2百万円

機械装置及び運搬具 37

その他 1

計 41

※４　有形固定資産除却損の内訳は次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 4百万円

機械装置及び運搬具 64

その他 4

計 73

※５　有形固定資産売却損の内訳は次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 32百万円

※５　有形固定資産売却損の内訳は次のとおりでありま

す。

機械装置及び運搬具 0百万円

その他 0

計 0

※６　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の

低下による簿価切下額

売上原価 81百万円

特別損失 764

※６　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の

低下による簿価切下額

売上原価 △58百万円

　 　

　

EDINET提出書類

ミヨシ油脂株式会社(E00881)

有価証券報告書

 51/105



　

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 82,454,954 20,614,000 ― 103,068,954
　

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。

　第三者割当による新株の発行（平成21年10月26日取締役会決議）による増加　 　20,614,000株

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 75,123 4,404 ― 79,527
　

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取による増加　 　4,404株

　
３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成21年３月27日
定時株主総会

普通株式 247 3 平成20年12月31日平成21年３月30日

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年３月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 308 3 平成21年12月31日 平成22年３月29日
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当連結会計年度（自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 103,068,954 ― ― 103,068,954

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 79,527 1,550 ― 81,077
　

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取による増加　 　1,550株

　
３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成22年３月26日
定時株主総会

普通株式 308 3 平成21年12月31日平成22年３月29日

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年３月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 308 3 平成22年12月31日 平成23年３月30日

　
(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前連結会計年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

(平成21年12月31日)

現金及び預金勘定 6,324百万円

預金期間が３ヶ月を超える
定期預金

―

現金及び現金同等物 6,324

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

(平成22年12月31日)

現金及び預金勘定 5,644百万円

預金期間が３ヶ月を超える
定期預金

―

現金及び現金同等物 5,644
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(リース取引関係)

　

前連結会計年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

１．ファイナンス・リース取引(借主側)

    所有権移転外ファイナンス・リース取引

 　   (1)リース資産の内容 

   ・有形固定資産

主として油脂系事業におけるホストコンピュー

タ（工具、器具及び備品)であります。 

   ・無形固定資産

主として油脂系事業における販売管理用ソフト

ウエアであります。

 　   (2)リース資産の減価償却の方法 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項「4.会計処理基準に関する事項(2)重要な減価

償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりで

あります。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年12月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており、その内容は次の

とおりであります。

１．ファイナンス・リース取引(借主側)

    所有権移転外ファイナンス・リース取引

 　   (1)リース資産の内容 

   ・有形固定資産

　同左

　

   ・無形固定資産

　同左

　

 　   (2)リース資産の減価償却の方法 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項「4.会計処理基準に関する事項(2)重要な減価

償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりで

あります。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年12月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており、その内容は次の

とおりであります。

　①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

工具、器具
及び備品

115 86 28

なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

　①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

工具、器具
及び備品

80 73 7

なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

　②未経過リース料期末残高相当額

１年内 19百万円

１年超 9

計 28

なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資

産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の

割合が低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。

　②未経過リース料期末残高相当額

１年内 7百万円

１年超 ―

計 7

なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資

産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の

割合が低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。

　③支払リース料および減価償却費相当額

支払リース料 21百万円

減価償却費相当額 21百万円

　③支払リース料および減価償却費相当額

支払リース料 19百万円

減価償却費相当額 19百万円

　④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

　④減価償却費相当額の算定方法 
　　　　同左

２．オペレーティング・リース取引（借主側） 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能の　　

ものに係る未経過リース料

１年内 10百万円

１年超 25

計 35

２．オペレーティング・リース取引（借主側） 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能の　　

ものに係る未経過リース料

１年内 20百万円

１年超 27

計 47
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(金融商品関係)

当連結会計年度(自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日)

(追加情報)

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号  平成20年３月10日)及び「金

融商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号  平成20年３月10日)を適用してお

ります。

１  金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金及び有価証券等に限定し、資金調達については主に

銀行等金融機関からの借入による方針であります。デリバティブ取引は借入金の金利変動リスクや外貨

建債権債務の為替変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

　
(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、

当社グループの販売管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、取引先の信用

状況等の必要な情報を入手する体制を整えております。また、投資有価証券は主として株式であり、市場

価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、上場株式につい

ては月次での時価の把握を行っております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。

　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備資金に係る資

金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されておりますが、このうち長期借入金

の一定部分については、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしております。

デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ

取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価

方法等については、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項

(4)重要なヘッジ会計の方法」に記載しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、社内規程に従って行っており、また、デリバティブの利用

にあたっては、信用リスクを軽減するために、信用度の高い金融機関とのみ取引を行っております。

　また、営業債務や借入金は流動性リスクに晒されておりますが、資金計画表を作成するなどの方法によ

り管理しております。

　
(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することもあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」にお

けるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リス

クを示すものではありません。
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２  金融商品の時価等に関する事項

平成22年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注２)参

照)。
 (単位：百万円)

　
連結貸借対照表
計上額

時価 差額

資産 　 　 　

(1) 現金及び預金 5,644 5,644 ―

(2) 受取手形及び売掛金 12,672 12,672 ―

(3) 有価証券及び投資有価証券 5,951 5,951 ―

負債 　 　 　

(1) 支払手形及び買掛金 9,241 9,241 ―

(2) 短期借入金 2,975 2,975 ―

(3) 長期借入金（※） 7,240 7,283 43

デリバティブ取引 ― ― ―

(※)  １年内返済予定の長期借入金を含めております。

　
(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資  産

(1) 現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

　
(3) 有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、受益証券は取引金融機関から提示された価

格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。
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負  債

(1) 支払手形及び買掛金、並びに(2)短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

　
(3) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割

り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象

とされており（注記事項「デリバティブ取引関係」の(注)を参照）、当該金利スワップと一体として処

理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引い

て算定する方法によっております。

　
デリバティブ取引

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。

　
(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

                (単位：百万円)

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 1,413

出資証券 10

これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることができず、時価を把握

することが極めて困難と認められるものであるため、「資産（3）有価証券及び投資有価証券」には含め

ておりません。

　
(注３)金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

 (単位：百万円)

　 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 5,644 ― ― ―

受取手形及び売掛金 12,672 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

  その他有価証券のうち満期があるもの 500 ― ― ―

合計 18,817 ― ― ―

　
(注４)長期借入金の連結決算日後の返済予定額

  (単位：百万円)

　 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

長期借入金 1,056 853 843 4,443 13 29
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(有価証券関係)

前連結会計年度(平成21年12月31日)

有価証券

１　その他有価証券で時価のあるもの(平成21年12月31日)
　

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

 

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの

　 　 　

株式 985 2,609 1,624

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 985 2,609 1,624
 

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの

　 　 　

株式 2,755 2,138 △616

債券 ― ― ―

その他 20 17 △2

小計 2,775 2,156 △619

合計 3,761 4,766 1,004

 (注）　その他有価証券で時価のある株式について、158百万円の減損処理を行っております。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、全て減損処理を

行い、30％以上50％未満下落した場合には、個々の銘柄について回復可能性を考慮して必要と認められた額に

ついて減損処理を行っております。

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成21年１月１日　至平成21年12月31日)

　

区分 売却額(百万円)
売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

株式 768 389 ―

　

３　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成21年12月31日)
　

種類 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券 　

非上場株式 2,210

出資証券 10

合計 2,220
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当連結会計年度(平成22年12月31日)

１　その他有価証券(平成22年12月31日)
　

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価(百万円) 差額(百万円)

 

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの

　 　 　

株式 2,561 1,109 1,451

債券 ― ― ―

その他 500 500 0

小計 3,062 1,609 1,452
 

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの

　 　 　

株式 2,082 2,744 △661

債券 ― ― ―

その他 807 830 △23

小計 2,889 3,574 △685

合計 5,951 5,184 766

 (注）　非上場株式（連結貸借対照表計上額1,413百万円）、出資証券（連結貸借対照表計上額10百万円）については、

市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含

めておりません。

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成22年１月１日　至平成22年12月31日)

　

区分 売却額(百万円)
売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

株式 61 34 ―

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

合計 61 34 ―

　

３　減損処理を行った有価証券

当連結会計年度において、有価証券について12百万円(その他有価証券で時価のある株式12百万円)減損

処理を行っております。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、全て減損

処理を行い、30％以上50％未満下落した場合には、個々の銘柄について回復可能性を考慮して必要と認めら

れた額について減損処理を行っております。
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日)

１　取引の状況に関する事項

　

前連結会計年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

①　取引の内容

当社グループは、金利変動のリスクを回避するため、金利オプション取引であるキャップ取

引および金利スワップ取引を採用しております。

②　取引に対する取り組み方針および利用目的

当社グループは、借入金の一部に対して金利上昇リスクに備えるために金利オプション取

引(キャップ取引)および金利スワップ取引を利用しております。短期的な売買差益を獲得す

る目的や投機目的のためのデリバティブ取引は行わない方針です。

③　取引に係るリスクの内容

金利オプション取引(キャップ取引)および金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリ

スクを有しております。

また、この取引は、信用度の高い金融機関を契約先としているため、相手方の契約不履行に

よるリスクは、ほとんどないと認識しております。

④　取引に係るリスク管理体制

当社グループではデリバティブ取引の執行は担当部門が行い、その経過については必要部

署に定期的に報告しております。

⑤　「取引の時価等に関する事項」についての補足説明

金利上昇に伴う影響額を一定範囲に限定する為に金利オプション取引(キャップ取引)およ

び金利スワップ取引を利用しております。なお、金利オプション取引(キャップ取引)および金

利スワップ取引に係る想定元本は、この金額自体がデリバティブ取引に係わる市場リスクま

たは信用リスクを表すものではありません。

　
２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度(平成21年12月31日)

当連結会計年度に係るデリバティブ取引については、ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略し

ております。

　

当連結会計年度(自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日)

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　該当するものはありません。

　 　 　 　 　 　

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　金利関連　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：百万円)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　 　 　 当連結会計年度(平成22年12月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 契約額等
契約額等の
うち１年超

時価

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
受取変動・支払固定

長期借入金 6,890 6,000 (注)

（注）　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されている　　た

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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(退職給付関係)

　

前連結会計年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定給付型の制度として、規約型確定給付

企業年金制度、総合設立の厚生年金基金制度および

退職一時金制度を設けております。

　連結子会社の一部は、退職一時金制度のほか中小企

業退職金共済制度に加入しております。

１　採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定給付型の制度として、規約型確定給付

企業年金制度、総合設立の厚生年金基金制度および

退職一時金制度を設けております。

　連結子会社の一部は、退職一時金制度のほか中小企

業退職金共済制度に加入しております。

２　退職給付債務に関する事項(平成21年12月31日)

　 百万円

イ　退職給付債務 △6,169

ロ　年金資産 2,942

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △3,227

ニ　未認識数理計算上の差異 975

ホ　未認識過去勤務債務 3

ヘ　連結貸借対照表計上額純額
　　(ハ＋ニ＋ホ)

△2,248

ト　前払年金費用 555

チ　退職給付引当金(ヘ－ト) △2,804
 

(注)　連結子会社は、退職給付の算定に当たり、簡便法

を採用しております。

２　退職給付債務に関する事項(平成22年12月31日)

　 百万円

イ　退職給付債務 △6,165

ロ　年金資産 3,290

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △2,875

ニ　未認識数理計算上の差異 555

ホ　未認識過去勤務債務 2

ヘ　連結貸借対照表計上額純額
　　(ハ＋ニ＋ホ)

△2,317

ト　前払年金費用 514

チ　退職給付引当金(ヘ－ト) △2,831
 

(注)　連結子会社は、退職給付の算定に当たり、簡便法

を採用しております。

３　退職給付費用に関する事項

(自平成21年１月１日至平成21年12月31日)

　 百万円

イ　勤務費用 384

ロ　利息費用 152

ハ　期待運用収益 △40

ニ　数理計算上の差異の
費用処理額

18

ホ　過去勤務債務の費用処理額 0

ヘ　退職給付費用
(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ)

515

 

(注) １　厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除し

ております。

２　簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は「イ　勤務費用」に計上しておりま

す。

３　退職給付費用に関する事項

(自平成22年１月１日至平成22年12月31日)

　 百万円

イ　勤務費用 397

ロ　利息費用 122

ハ　期待運用収益 △32

ニ　数理計算上の差異の
費用処理額

57

ホ　過去勤務債務の費用処理額 0

ヘ　退職給付費用
(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ)

545

 

(注) １　厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除し

ております。

２　簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は「イ　勤務費用」に計上しておりま

す。
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　 前連結会計年度

(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

４　退職給付債務等の計算基礎に関する事項

イ　退職給付見込額
の期間配分方法

期間定額基準
 

ロ　割引率 2.0％

ハ　期待運用収益率 2.5％

ニ　過去勤務債務の処理
　　年数

15年 
(発生時の従業員の平
均残存勤務期間以内
の一定の年数による
定額法により、費用処
理しております。)

ホ　数理計算上の差異
の処理年数

15年
(発生時の従業員の平
均残存勤務期間以内
の一定の年数による
定額法により、翌連結
会計年度から費用処
理することとしてお
ります。)

４　退職給付債務等の計算基礎に関する事項

イ　退職給付見込額
の期間配分方法

期間定額基準
 

ロ　割引率 2.0％

ハ　期待運用収益率 2.0％

ニ　過去勤務債務の処理
　　年数

15年 
(発生時の従業員の平
均残存勤務期間以内
の一定の年数による
定額法により、費用処
理しております。)

ホ　数理計算上の差異
の処理年数

15年
(発生時の従業員の平
均残存勤務期間以内
の一定の年数による
定額法により、翌連結
会計年度から費用処
理することとしてお
ります。)

５　総合設立厚生年金に関する事項

当社は、総合設立の日本界面活性剤工業厚生年金基

金に加入しておりますが、拠出に対応する年金資産の

額が合理的に算出できないため退職給付債務の計算に

は含めておりません。

　なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複

数事業主制度に関する事項は次のとおりであります。 

（1）制度全体の積立状況に関する事項

　　　(平成21年３月31日)

　 百万円

年金資産の額 20,275

年金財政計算上の給付債務の額 36,654

差引額 △16,379

 

（2）制度全体に占める当社の掛金拠出割合

(自平成21年12月１日至平成21年12月31日)

14.1％

（3）補足説明 

上記（1）の差引額の主な要因は、年金財政

計算上の過去勤務債務残高△7,370百万円、繰

越不足金△2,201百万円及び当年度不足金　　　 

△6,806百万円であります。本制度における過

去勤務債務の償却方法は期間20年の元利均等

償却であり、当社は、当期の連結財務諸表上、特

別掛金91百万円を費用処理しております。

　なお、上記（2）の割合は当社の実際の負担割

合とは一致いたしません。 

５　総合設立厚生年金に関する事項

当社は、総合設立の日本界面活性剤工業厚生年金基

金に加入しておりますが、拠出に対応する年金資産の

額が合理的に算出できないため退職給付債務の計算に

は含めておりません。

　なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複

数事業主制度に関する事項は次のとおりであります。 

（1）制度全体の積立状況に関する事項

　　　(平成22年３月31日)

　 百万円

年金資産の額 22,472

年金財政計算上の給付債務の額 33,176

差引額 △10,704

 

（2）制度全体に占める当社の掛金拠出割合

(自平成22年12月１日至平成22年12月31日)

15.0％

（3）補足説明 

上記（1）の差引額の主な要因は、年金財政

計算上の過去勤務債務残高△7,681百万円、繰

越不足金△8,383百万円および当年度剰余金

5,360百万円であります。本制度における過去

勤務債務の償却方法は期間20年の元利均等償

却であり、当社は、当期の連結財務諸表上、特別

掛金89百万円を費用処理しております。

　なお、上記（2）の割合は当社の実際の負担割

合とは一致いたしません。 
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度（自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日）

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日）

該当事項はありません。

　

(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成21年12月31日)

当連結会計年度
(平成22年12月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　

退職給付引当金 1,025百万円

役員退職慰労引当金 203

投資有価証券評価損 163

減損損失 133

繰越欠損金 29

その他 36

計 1,592

評価性引当額 △434

繰延税金資産計 1,157

　 　

繰延税金負債 　

その他有価証券評価差額金 △395

貸倒引当金の調整 △0

繰延税金負債計 △396

繰延税金資産の純額 761

(注)　当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、

連結貸借対照表の以下の項目に含まれておりま

す。

流動資産―繰延税金資産 30百万円

固定資産―繰延税金資産 749

流動負債―繰延税金負債 ―

固定負債―繰延税金負債 △18

　 　
 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　

退職給付引当金 1,062百万円

訴訟損失引当金 572

役員退職慰労引当金 210

投資有価証券評価損 163

減損損失 109

その他 120

計 2,239

評価性引当額 △418

繰延税金資産計 1,821

　 　

繰延税金負債 　

その他有価証券評価差額金 △299

貸倒引当金の調整 △0

繰延税金負債計 △299

繰延税金資産の純額 1,522

(注)　当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、

連結貸借対照表の以下の項目に含まれておりま

す。

流動資産―繰延税金資産 92百万円

固定資産―繰延税金資産 1,446

流動負債―繰延税金負債 ―

固定負債―繰延税金負債 △17

　 　
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.5％

(調整) 　

交際費等永久に損金に
算入されない項目

2.6

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△3.2

住民税均等割等 3.4

試験研究費の特別税額控除 ―

持分法投資利益の計上額 △14.7

評価性引当額の増減 △4.6

その他 0.4

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

24.5

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.5％

(調整) 　

交際費等永久に損金に
算入されない項目

3.2

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△5.4

住民税均等割等 3.4

試験研究費の特別税額控除 △20.0

持分法適用除外による影響 4.0

持分法投資利益の計上額 △5.0

評価性引当額の増減 △3.3

その他 0.7

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

18.1
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

　

　

前連結会計年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

油脂系事業
(百万円)

化成品事業
(百万円)

その他
(百万円)

計(百万円)
消去又は
全社(百万円)

連結(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

38,721 6,118 226 45,066 ― 45,066

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

236 ― 141 377 (377) ―

計 38,957 6,118 367 45,443 (377) 45,066

営業費用 38,155 5,865 218 44,239 (377) 43,862

営業利益 801 253 149 1,203 (―) 1,203

Ⅱ　資産、減価償却費
及び資本的支出

　 　 　 　 　 　

資産 35,993 5,779 2,216 43,990 2,168 46,158

減価償却費 1,265 292 120 1,679 ― 1,679

資本的支出 405 39 7 452 ― 452

(注) １　事業区分の方法

事業区分は、製品の種類、性質および製造方法に応じて、油脂系事業、化成品事業、その他にセグメンテーショ

ンしております。

２　各事業区分の主要製品等

(1) 油脂系事業……マーガリン、ショートニング、ラード、粉末油脂、ホイップクリーム、その他食用加工油脂、脂

肪酸、グリセリン、工業用石鹸、その他工業用油脂、原料油脂等

(2) 化成品事業……繊維用処理剤、消泡剤、香粧品原料、重金属捕集剤、重金属固定剤、その他各種界面活性剤

(3) その他…………不動産賃貸

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。

４　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は2,168百万円であり、その主なものは、当社の長期投

資資金(投資有価証券)等であります。

５　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）に記載

のとおり、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年７月５日　最終改正平成20年

９月26日　企業会計基準第９号)を当連結会計年度から適用し、評価基準については、主として月次総平均法に

よる原価法から主として月次総平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切

下げの方法により算定)に変更しております。この結果、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の

営業利益は油脂系事業で76百万円、化成品事業で4百万円それぞれ減少しております。

６　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の「４ 会計処理基準に関する事項 (2)重要な減価償却資産

の減価償却の方法(イ)有形固定資産（リース資産を除く）（追加情報）」に記載のとおり、法人税法の改正

(所得税法等の一部を改正する法律　平成20年４月30日　法律第23号)を契機に見直しを行い、当連結会計年度

より、機械装置等に適用する耐用年数を改正後の法定耐用年数に変更しております。これにより、当連結会計

年度の営業利益は油脂系事業で101百万円およびその他で3百万円減少し、化成品事業で14百万円増加してお

ります。
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当連結会計年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

油脂系事業
(百万円)

化成品事業
(百万円)

その他
(百万円)

計(百万円)
消去又は
全社(百万円)

連結(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

37,461 6,399 243 44,104 ― 44,104

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

392 ― 139 532 (532) ―

計 37,853 6,399 383 44,637 (532) 44,104

営業費用 36,270 5,899 211 42,380 (532) 41,848

営業利益 1,583 500 172 2,256 (―) 2,256

Ⅱ　資産、減価償却費、
減損損失及び資本的支出

　 　 　 　 　 　

資産 35,163 6,270 2,069 43,503 3,397 46,900

減価償却費 1,241 252 109 1,603 ― 1,603

減損損失 14 3 ― 17 ― 17

資本的支出 544 146 32 723 ― 723

(注) １　事業区分の方法

事業区分は、製品の種類、性質および製造方法に応じて、油脂系事業、化成品事業、その他にセグメンテーショ

ンしております。

２　各事業区分の主要製品等

(1) 油脂系事業……マーガリン、ショートニング、ラード、粉末油脂、ホイップクリーム、その他食用加工油脂、脂

肪酸、グリセリン、工業用石鹸、その他工業用油脂、原料油脂等

(2) 化成品事業……繊維用処理剤、消泡剤、香粧品原料、重金属捕集剤、重金属固定剤、その他各種界面活性剤

(3) その他…………不動産賃貸

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。

４　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は3,397百万円であり、その主なものは、当社の長期投

資資金(投資有価証券)等であります。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度および当連結会計年度については、該当事項はありません。(本国以外の国または

地域に所在する連結子会社および在外支店はありません。)

　

【海外売上高】

前連結会計年度および当連結会計年度については、海外売上高は、連結売上高の10％未満でありま

すので、記載を省略しております。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日)

（追加情報）

当連結会計年度から平成18年10月17日公表の「関連当事者の開示に関する会計基準」(企業会計基準委員

会　企業会計基準第11号)及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会　企業

会計基準適用指針第13号)を適用しております。

この結果、従来の開示対象範囲に加えて、親会社又は重要な関連会社に関する注記が開示対象に追加されて

おります。

　

１　関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

(イ) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る。)等

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

主要
株主

山崎製パン㈱
東京都
千代田区

11,014

パン、和菓
子、洋菓子
等製造及び
販売

(所有)

当社製品
の販売先

製品の販売 1,273
受取手形
及び
売掛金

2,669
直接 0.4

(被所有)

直接10.0

(注) １　取引条件及び取引条件の決定方針等

上記会社との取引は、市場価格を勘案のうえ決定しております。

２　第三者割当増資引受により、山崎製パン㈱は平成21年11月12日付で主要株主となったため、取引金額は平成21

年11月12日から平成21年12月31日までの取引について記載しております。なお、取引金額には、実質的に山崎

製パン㈱との取引であるニッシン・トーア㈱その他９商社に対するものを含んでおります。

３　上記取引金額には消費税等は含まれておりませんが、期末残高には消費税等は含まれております。

　

(ロ) 連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

子会社 ㈱共栄商会

東京都　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　
葛飾区

10
油脂等の 
販売

(所有) 
直接70.0

当社原料の
購入先

原料の購入 2,683
支払手形 
及び 
買掛金

498

(注) １　取引条件及び取引条件の決定方針等

上記会社との取引は、市場価格を勘案のうえ決定しております。

２　上記取引金額には消費税等は含まれておりませんが、期末残高には消費税等は含まれております。

　

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。
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２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

該当事項はありません。

　

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

当連結会計年度において、重要な関連会社はミヨシインターナショナルコーポレーションであり、その

要約財務情報は以下のとおりであります。

　

流動資産合計 64百万円

固定資産合計 1,683百万円

　 　
流動負債合計 217百万円

固定負債合計 ―百万円

　 　
純資産合計 1,529百万円

　 　
売上高 473百万円

税引前当期純利益 443百万円

当期純利益 395百万円
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当連結会計年度(自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日)

１　関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

(イ) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る。)等

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

主要
株主

山崎製パン㈱
東京都
千代田区

11,014

パン、和菓
子、洋菓子
等製造及び
販売

(所有)

当社製品
の販売先

製品の販売 8,494
受取手形
及び
売掛金

2,260
直接 0.4

(被所有)

直接10.0

(注) １　取引条件及び取引条件の決定方針等

上記会社との取引は、市場価格を勘案のうえ決定しております。

２　上記取引金額には実質的に山崎製パン㈱との取引であるニッシン・トーア㈱その他10商社に対するものを含

めております。

３　上記取引金額には消費税等は含まれておりませんが、期末残高には消費税等は含まれております。

　

(ロ) 連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

子会社 ㈱共栄商会

東京都　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　
葛飾区

10
油脂等の 
販売

(所有) 
直接70.0

当社原料の
購入先

原料の購入 2,430
支払手形 
及び 
買掛金

536

(注) １　取引条件及び取引条件の決定方針等

上記会社との取引は、市場価格を勘案のうえ決定しております。

２　上記取引金額には消費税等は含まれておりませんが、期末残高には消費税等は含まれております。

　

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

該当事項はありません。

　

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

項目
前連結会計年度

(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

１株当たり純資産額 190円72銭 191円43銭

１株当たり当期純利益 6円05銭 5円34銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益は、潜在株式がないため記載して

おりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益は、潜在株式がないため記載して

おりません。

　 １株当たり純資産額の算定上の基礎

純資産の部の合計額 19,662百万円

純資産の部の合計額
から控除する金額

20百万円

(うち少数株主持分) (20百万円)

普通株式に係る期末
の純資産額

19,642百万円

１株当たり純資産額
の算定に用いられた
期末の普通株式の数

102,989千株

１株当たり純資産額の算定上の基礎

純資産の部の合計額 19,739百万円

純資産の部の合計額
から控除する金額

24百万円

(うち少数株主持分) (24百万円)

普通株式に係る期末
の純資産額

19,715百万円

１株当たり純資産額
の算定に用いられた
期末の普通株式の数

102,987千株

　 １株当たり当期純利益の算定上の基

礎

連結損益計算書上の
当期純利益

515百万円

普通株式に係る
当期純利益

515百万円

普通株主に帰属しな
い金額の主要な内訳 　

該当事項はありません。

普通株式の
期中平均株式数

85,201千株

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎

連結損益計算書上の
当期純利益

550百万円

普通株式に係る
当期純利益

550百万円

普通株主に帰属しな
い金額の主要な内訳 　

該当事項はありません。

普通株式の
期中平均株式数

102,988千株

　
(重要な後発事象)

　当社グループでは、平成23年３月11日に発生いたしました東北地方太平洋沖地震により、千葉工場（千葉

市美浜区）が被害を受けました。

(1) 被害の状況

当該地震により被害を受けた資産は、製品在庫、設備等の一部であります。

なお、人的被害はありません。

　
(2) 損害額

損害額は、目下算定中であり、現時点では確定しておりません。

　
(3) 当該災害が営業活動等に及ぼす重要な影響

千葉工場の生産設備は、既に復旧しており、営業活動等に及ぼす影響は軽微であります。
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⑤ 【連結附属明細表】

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 4,175 2,975 1.50 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 1,074 1,056 2.10 ―

１年以内に返済予定のリース債務 6 7 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

7,075 6,183 2.43
平成24年３月21日～
平成42年９月20日

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

25 23 ―
平成24年１月29日～ 
平成29年９月30日

合計 12,356 10,247 ─ ―

(注) １　平均利率については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連

結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３　長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は

以下のとおりであります。
　

　
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 853 843 4,443 13

リース債務 7 7 6 0

　
(2) 【その他】

１　当連結会計年度における四半期情報

　
第１四半期

(自 平成22年１月１日
至 平成22年３月31日)

第２四半期
(自 平成22年４月１日
至 平成22年６月30日)

第３四半期
(自 平成22年７月１日
至 平成22年９月30日)

第４四半期
(自 平成22年10月１日
至 平成22年12月31日)

売上高 (百万円) 10,471 11,163 10,762 11,707

税金等調整前
四半期純利益又は
税金等調整前 
四半期純損失（△）

(百万円) 726 755 355 △1,160

四半期純利益又は

四半期純損失（△）
(百万円) 502 530 145 △627

１株当たり
四半期純利益又は
１株当たり 
四半期純損失（△）

(円) 4.88 5.15 1.41 △6.10

　
２　決算日後の状況

特記事項はありません。

　
３　訴訟

東ソー株式会社より、当社が製造・販売するピペラジン系重金属固定化処理剤が東ソー株式会社の

保有する特許を侵害するとして、当該製品の製造差止と損害賠償請求がなされ、平成22年11月18日に東

京地方裁判所より、当社が製造するピペラジン系重金属固定化処理剤の製造差止・廃棄と1,191百万円

及び遅延損害金の支払いを命じられました。

当社といたしましては、本判決は承服しがたいものであり、知的財産高等裁判所へ直ちに本判決の取

り消しと東ソー株式会社の請求棄却を求め控訴し、現在係争中であります。
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年12月31日)

当事業年度
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,659 4,983

受取手形 ※2, ※4
 2,862

※2, ※4
 2,707

売掛金 ※2
 9,230

※2
 9,415

有価証券 － 500

商品及び製品 1,915 2,001

仕掛品 475 523

原材料及び貯蔵品 1,407 1,734

前払費用 64 56

繰延税金資産 28 89

関係会社短期貸付金 10 －

その他 178 110

貸倒引当金 △4 △5

流動資産合計 21,826 22,118

固定資産

有形固定資産

建物 13,224 13,204

減価償却累計額 △8,314 △8,641

建物（純額） 4,910 4,563

構築物 1,819 1,809

減価償却累計額 △1,400 △1,433

構築物（純額） 419 376

機械及び装置 30,098 29,880

減価償却累計額 △26,143 △26,496

機械及び装置（純額） 3,954 3,383

車両運搬具 76 71

減価償却累計額 △71 △66

車両運搬具（純額） 4 4

工具、器具及び備品 2,059 2,021

減価償却累計額 △1,825 △1,784

工具、器具及び備品（純額） 233 237

土地 4,430 4,412

建設仮勘定 2 139

有形固定資産合計 ※1
 13,955

※1
 13,117

無形固定資産

特許権 45 60

借地権 133 133

商標権 18 15

ソフトウエア 129 38

その他 38 38

無形固定資産合計 366 287
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年12月31日)

当事業年度
(平成22年12月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 5,055 5,705

関係会社株式 1,590 846

従業員に対する長期貸付金 52 43

破産更生債権等 － 3

長期前払費用 17 9

供託金 － 800

繰延税金資産 749 1,446

前払年金費用 555 514

その他 173 191

貸倒引当金 △11 △11

投資その他の資産合計 8,184 9,549

固定資産合計 22,505 22,955

資産合計 44,332 45,073

負債の部

流動負債

支払手形 ※2, ※4
 1,287

※2, ※4
 1,278

買掛金 ※2
 7,003

※2
 7,171

短期借入金 ※1
 4,175

※1
 2,975

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 1,074

※1
 1,056

未払金 172 388

未払費用 656 715

未払法人税等 25 791

未払消費税等 261 80

預り金 98 154

設備関係支払手形 ※4
 271

※4
 538

その他 4 4

流動負債合計 15,032 15,153

固定負債

長期借入金 ※1
 7,075

※1
 6,183

退職給付引当金 2,746 2,771

役員退職慰労引当金 488 505

訴訟損失引当金 － 1,412

長期預り金 148 136

その他 － 16

固定負債合計 10,458 11,027

負債合計 25,491 26,180
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年12月31日)

当事業年度
(平成22年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 9,015 9,015

資本剰余金

資本準備金 5,492 5,492

資本剰余金合計 5,492 5,492

利益剰余金

利益準備金 1,076 1,076

その他利益剰余金

別途積立金 2,030 2,030

繰越利益剰余金 690 884

利益剰余金合計 3,796 3,990

自己株式 △6 △6

株主資本合計 18,297 18,490

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 544 402

評価・換算差額等合計 544 402

純資産合計 18,841 18,893

負債純資産合計 44,332 45,073
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 ※3
 41,252

※3
 40,447

売上原価

製品期首たな卸高 2,348 1,915

当期製品製造原価 ※1
 33,760

※1
 32,253

原材料売上原価 76 50

その他 210 203

合計 36,396 34,422

他勘定振替高 ※2, ※8
 190

※2
 150

製品期末たな卸高 1,915 2,001

売上原価合計 34,290 32,271

売上総利益 6,962 8,176

販売費及び一般管理費 ※1, ※6
 5,845

※1, ※6
 5,981

営業利益 1,116 2,195

営業外収益

受取利息 ※3
 10

※3
 6

受取配当金 ※3
 116

※3
 152

受取保険金 68 －

その他 ※3
 128

※3
 101

営業外収益合計 323 260

営業外費用

支払利息 412 276

社債利息 32 －

売上割引 3 3

為替差損 － 42

その他 85 42

営業外費用合計 534 365

経常利益 906 2,089

特別利益

貸倒引当金戻入額 1 －

有形固定資産売却益 ※4
 57

※4
 1

投資有価証券売却益 389 34

関係会社株式売却益 － 81

その他 3 1

特別利益合計 451 119

特別損失

有形固定資産除却損 ※5
 41

※5
 72

有形固定資産売却損 ※7
 32

※7
 0

投資有価証券評価損 158 12

たな卸資産評価損 ※8
 764 －

訴訟損失引当金繰入額 － 1,412

その他 6 104

特別損失合計 1,004 1,602

税引前当期純利益 354 606

法人税、住民税及び事業税 27 765

法人税等調整額 118 △661

法人税等合計 145 103

当期純利益 208 502
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【製造原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

当事業年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　原材料費 　 27,115 80.8 25,607 79.3

Ⅱ　労務費 ※１ 3,187 9.5 3,429 10.6

Ⅲ　経費 ※２ 3,251 9.7 3,265 10.1

当期総製造費用 　 33,554100.0 32,302100.0

期首仕掛品たな卸高 　 682　 475　

合計 　 34,236　 32,777　

期末仕掛品たな卸高 　 475　 523　

他勘定振替高 ※３ 1　 ― 　

当期製品製造原価 　 33,760　 32,253　

(注) １　主な内訳は、次のとおりであります。
　

項目
前事業年度

(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

当事業年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

※１(労務費) 　 　

　退職給付費用 323百万円 345百万円

※２(経費) 　 　

　運搬保管費 540 524

　減価償却費 1,331 1,278

　

２　他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。
　

項目
前事業年度

(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

当事業年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

※３ 　 　

　特別損失 1百万円 ―百万円

　

３　原価計算方法

当社の原価計算方法は、組別工程別総合原価計算を採用しております。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 7,541 9,015

当期変動額

新株の発行 1,473 －

当期変動額合計 1,473 －

当期末残高 9,015 9,015

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 4,018 5,492

当期変動額

新株の発行 1,473 －

当期変動額合計 1,473 －

当期末残高 5,492 5,492

資本剰余金合計

前期末残高 4,018 5,492

当期変動額

新株の発行 1,473 －

当期変動額合計 1,473 －

当期末残高 5,492 5,492

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 1,076 1,076

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,076 1,076

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 2,030 2,030

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,030 2,030

繰越利益剰余金

前期末残高 729 690

当期変動額

剰余金の配当 △247 △309

当期純利益 208 502

当期変動額合計 △38 193

当期末残高 690 884
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

利益剰余金合計

前期末残高 3,835 3,796

当期変動額

剰余金の配当 △247 △309

当期純利益 208 502

当期変動額合計 △38 193

当期末残高 3,796 3,990

自己株式

前期末残高 △6 △6

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △6 △6

株主資本合計

前期末残高 15,388 18,297

当期変動額

新株の発行 2,947 －

剰余金の配当 △247 △309

当期純利益 208 502

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 2,908 193

当期末残高 18,297 18,490
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 722 544

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△178 △141

当期変動額合計 △178 △141

当期末残高 544 402

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △24 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

24 －

当期変動額合計 24 －

当期末残高 － －

評価・換算差額等合計

前期末残高 697 544

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△153 △141

当期変動額合計 △153 △141

当期末残高 544 402

純資産合計

前期末残高 16,086 18,841

当期変動額

新株の発行 2,947 －

剰余金の配当 △247 △309

当期純利益 208 502

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △153 △141

当期変動額合計 2,754 52

当期末残高 18,841 18,893
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【重要な会計方針】

　

項目
前事業年度

(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

当事業年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの…決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原

価は、移動平均法により算定)

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの…同左

　 時価のないもの…移動平均法による

原価法

時価のないもの…同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵

品

……月次総平均法による原価法

(貸借対照表価額について

は収益性の低下による簿価

切下げの方法により算定)

重要度の少ない貯蔵品の一部

……最終仕入原価法

商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵

品

……同左

　

　

　

重要度の少ない貯蔵品の一部

……同左

３　デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

時価法 ―――――

４　固定資産の減価償却の方

法

(イ)有形固定資産(リース資産を除く)

……①平成19年３月31日以前に

取得したもの

旧定額法によっておりま

す。

②平成19年４月１日以降に

取得したもの

定額法によっておりま

す。

なお、耐用年数および残

存価額については、法人

税法に規定する方法と同

一の基準によっておりま

す。

(イ)有形固定資産(リース資産を除く)

……①平成19年３月31日以前に

取得したもの

旧定額法によっておりま

す。

②平成19年４月１日以降に

取得したもの

定額法によっておりま

す。

なお、耐用年数および残

存価額については、法人

税法に規定する方法と同

一の基準によっておりま

す。

　 （追加情報）

法人税法の改正(所得税法等の一部を

改正する法律　平成20年４月30日　法律

第23号)を契機に見直しを行い、当事業

年度より、機械及び装置等に適用する

耐用年数を改正後の法定耐用年数に変

更しております。

これにより、当事業年度の営業利益、経

常利益、税引前当期純利益がそれぞれ

90百万円減少しております。

　

　 (ロ)無形固定資産(リース資産を除く)

……定額法によっております。

なお、償却年数については、

法人税法に規定する方法と

同一の基準によっておりま

す。

ただし、ソフトウェアにつ

いては、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定

額法によっております。

(ロ)無形固定資産(リース資産を除く)

……同左
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項目
前事業年度

(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

当事業年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

　

(ハ)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用して

おります。

なお、所有権移転外ファイナンス

・リース取引のうち、リース取引

開始日が平成20年12月31日以前の

リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

(ハ)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

同左
 

　

(ニ)長期前払費用……月割均等償却に

よっておりま

す。

なお、償却期間

については、法

人税法に規定す

る方法と同一の

基準によってお

ります。

(ニ)長期前払費用……同左

５　引当金の計上基準 (イ)貸倒引当金

貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上して

おります。

(イ)貸倒引当金

同左

　 (ロ)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務および年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末に発生している

と認められる額を計上しておりま

す。

過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(15年)による定額法によ

り費用処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(15年)による定額法

により翌事業年度から費用処理す

ることとしております。

(ロ)退職給付引当金

同左

　 (ハ)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく支給見積額を

計上しております。

(ハ)役員退職慰労引当金

同左

　 ――――― (ニ)訴訟損失引当金

訴訟に係る損失に備えるため、

その経過等の状況に基づく損失負

担見込額を計上しております。
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項目
前事業年度

(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

当事業年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

６　ヘッジ会計の方法 (イ)ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっておりま

す。

また、金利スワップの特例処理の

要件を満たしている場合は、特例

処理を採用しております。

(イ)ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしておりますの

で、特例処理を採用しております。

　 (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 　 ヘッジ対象

金利スワップ　 借入金の金利

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　 (ハ)ヘッジ方針

金利上昇リスクをヘッジする目的

で金利スワップを利用しており、

投機目的のためのデリバティブ取

引は行っておりません。

(ハ)ヘッジ方針

同左

　 (ニ)ヘッジ有効性評価方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー

変動の累計とヘッジ手段のキャッ

シュ・フロー変動の累計とを比較

し、両者の変動額を基礎に判断し

ております。

ただし、特例処理によっている金

利スワップについては、有効性の

評価を省略しております。

(ニ)ヘッジ有効性評価方法

金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしておりますの

で、決算日における有効性の評価

を省略しております。

 
 

７　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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【会計処理方法の変更】

　
前事業年度 当事業年度

(自　平成21年１月１日 (自　平成22年１月１日
至　平成21年12月31日) 至　平成22年12月31日)

（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）

　「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準

委員会　平成18年７月５日　最終改正平成20年９月26日　

企業会計基準第９号)を当事業年度から適用し、評価基

準については、主として月次総平均法による原価法から

主として月次総平均法による原価法(貸借対照表価額に

ついては収益性の低下による簿価切下げの方法により

算定)に変更しております。　　

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、営業利益

が81百万円、経常利益が81百万円、税引前当期純利益が

846百万円それぞれ減少しております。

 

―――――

（リース取引に関する会計基準等の適用）

　「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員

会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30日　企業

会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員会　平成６年１月18日

　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第

16号）を当事業年度から適用し、所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る方法

に準じた会計処理に変更しております。

　また、リース資産の減価償却の方法については、リース

期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する方法

によっております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が平成20年12月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

　これに伴う損益に与える影響はありません。

 

―――――

――――― (「退職給付に係る会計基準」の一部改正(その３)の適

用)

　当事業年度から「退職給付に係る会計基準」の一部改

正(その３)(企業会計基準第19号  平成20年７月31日)

を適用しております。

　これに伴う当事業年度の営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益に与える影響はありません。
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【表示方法の変更】

　

前事業年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

当事業年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

（損益計算書）

前事業年度において営業外収益の「その他」に含めて

表示しておりました「受取保険金」は、営業外収益総額

の10/100を超えたため、当事業年度において区分掲記す

ることといたしました。

　なお、前事業年度の「受取保険金」は3百万円でありま

す。

 

（損益計算書）

前事業年度において、区分掲記しておりました「受取

保険金」は、営業外収益総額の10/100以下になったため、

当事業年度より、営業外収益の「その他」に含めて表示

することといたしました。

　なお、当事業年度の「受取保険金」は4百万円でありま

す。

 
前事業年度において営業外費用の「その他」に含めて

表示しておりました「為替差損」は、営業外費用総額の

10/100を超えたため、当事業年度において区分掲記する

ことといたしました。

　なお、前事業年度の「為替差損」は9百万円であります。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成21年12月31日)
当事業年度

(平成22年12月31日)

※１　有形固定資産のうち、次の固定資産は、下記の債務
の担保に供しております。
(担保に供している資産)
資産の種類 金額(百万円)

工場財団 　
建物 4,393

構築物 403

機械及び装置 3,450
土地 4,254

合計 12,501
 

(担保に対応する債務)

債務の種類 金額(百万円)

短期借入金 3,000
１年内返済予定の長期借入金 721

長期借入金 6,029
(極度額) (10,000)

合計 9,750
 

※１　有形固定資産のうち、次の固定資産は、下記の債務
の担保に供しております。
(担保に供している資産)
資産の種類 金額(百万円)

工場財団 　
建物 4,057

構築物 360

機械及び装置 2,968
土地 4,232

合計 11,618
 

(担保に対応する債務)

債務の種類 金額(百万円)

短期借入金 2,100
１年内返済予定の長期借入金 676

長期借入金 5,353
(極度額) (10,000)

合計 8,129
 

※２　関係会社にかかるもの
区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている
関係会社に対するものは下記のとおりでありま
す。

受取手形 312百万円

売掛金 1,049

支払手形 586

買掛金 667

※２　関係会社にかかるもの
区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている
関係会社に対するものは下記のとおりでありま
す。

受取手形 334百万円

売掛金 1,105

支払手形 604

買掛金 694

　３　偶発債務については下記の会社の買掛金等に対し支
払保証を行っております。

保証先 保証額(百万円)

(関係会社等) 　
ミヨシ商事㈱ 200
Ting Hao

　 Holding Corp.　
324

合計 524
 

　３　偶発債務については下記の会社の買掛金等に対し支
払保証を行っております。

保証先 保証額(百万円)

(関係会社) 　
ミヨシ商事㈱ 200

 

※４　期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって
決済処理しています。したがって当事業年度末日
が金融機関の休日であったため、次の期末日満期
手形が期末残高に含まれています。

受取手形 386百万円

支払手形 375

設備関係支払手形 23

※４　期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって
決済処理しています。したがって当事業年度末日
が金融機関の休日であったため、次の期末日満期
手形が期末残高に含まれています。

受取手形 349百万円

支払手形 370

設備関係支払手形 66
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(損益計算書関係)

　

前事業年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

当事業年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

※１　一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開

発費は1,369百万円であります。

※１　一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開

発費は1,422 百万円であります。

※２　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

販売費及び一般管理費 142百万円

特別損失 48

計 190

※２　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

販売費及び一般管理費 147百万円

　 　

　 　

※３　関係会社との取引にかかるもの

関係会社との取引にかかるものが次のとおり含ま

れております。

売上高 5,034百万円

受取利息 7

受取配当金 7

その他 6

※３　関係会社との取引にかかるもの

関係会社との取引にかかるものが次のとおり含ま

れております。

売上高 5,141百万円

受取利息 0

受取配当金 39

その他 6

※４　有形固定資産売却益の内訳は次のとおりでありま

す。

土地 57百万円

その他 0

計 57

※４　有形固定資産売却益の内訳は次のとおりでありま

す。

機械及び装置 1百万円

　 　

　 　

※５　有形固定資産除却損の内訳は次のとおりでありま

す。

建物 1百万円

機械及び装置 37

その他 2

計 41

※５　有形固定資産除却損の内訳は次のとおりでありま

す。

建物 4百万円

構築物 0

機械及び装置 64

車両運搬具 0

工具、器具及び備品 4

計 72

※６　販売費及び一般管理費5,845百万円のおおよその割

合は販売費78％、一般管理費22％であります。

主要な費目および金額は次のとおりであります。

運送費及び保管費 2,827百万円

販売促進費 223

給料手当及び賞与 1,358

福利厚生費 202

退職給付費用 160

役員退職慰労引当金繰入額 40

減価償却費 223

賃借料 90

租税課金 119

旅費交通費及び通信費 153

その他の経費 445

※６　販売費及び一般管理費5,981百万円のおおよその割

合は販売費77％、一般管理費23％であります。

主要な費目および金額は次のとおりであります。

運送費及び保管費 2,918百万円

販売促進費 110

給料手当及び賞与 1,429

福利厚生費 218

退職給付費用 164

役員退職慰労引当金繰入額 46

減価償却費 204

賃借料 87

租税課金 122

旅費交通費及び通信費 153

その他の経費 525

※７　有形固定資産売却損の内訳は次のとおりでありま

す。

建物 32百万円

※７　有形固定資産売却損の内訳は次のとおりでありま

す。

車両運搬具 0百万円

工具、器具及び備品 0

計 0

※８　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の

低下による簿価切下額

売上原価 81百万円

特別損失 764

　８　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低

下による簿価切下額

売上原価 △58百万円
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(株主資本等変動計算書関係)

　

前事業年度(自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日)

　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 29,167 4,404 ― 33,571
　

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。

単元未満株式の買取による増加　　　4,404株

　

当事業年度(自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日)

　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 33,571 1,550 ― 35,121
　

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。

単元未満株式の買取による増加　　　1,550株
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(リース取引関係)

　

前事業年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

当事業年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

１．ファイナンス・リース取引(借主側) 

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

リース取引開始日が平成20年12月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっており、その内容は次の

とおりであります。

１．ファイナンス・リース取引(借主側) 

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

リース取引開始日が平成20年12月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっており、その内容は次の

とおりであります。

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

工具、器具
及び備品

108 81 26

なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高

等に占める未経過リース料期末残高の割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

工具、器具
及び備品

77 69 7

なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高

等に占める未経過リース料期末残高の割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 18百万円

１年超 7

計 26

なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定

資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残

高の割合が低いため、支払利子込み法により算定

しております。

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 7百万円

１年超 －

計 7

なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定

資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残

高の割合が低いため、支払利子込み法により算定

しております。

③　支払リース料および減価償却費相当額　

支払リース料 20百万円

減価償却費相当額 20百万円

③　支払リース料および減価償却費相当額　

支払リース料 18百万円

減価償却費相当額 18百万円

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法 

　　　　同左

２．オペレーティング・リース取引（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち、解約不能の

ものに係る未経過リース料

１年以内 7百万円

１年超 15

計 23

２．オペレーティング・リース取引（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち、解約不能の

ものに係る未経過リース料

１年以内 16百万円

１年超 18

計 34
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(有価証券関係)

前事業年度において、時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。

　

当事業年度において、子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式362百万円、関連会

社株式483百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載し

ておりません。

　

(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成21年12月31日)
当事業年度

(平成22年12月31日)

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産 　

退職給付引当金 999百万円

役員退職慰労引当金 197

投資有価証券評価損 127

減損損失 133

その他 47

計 1,505

評価性引当額 △356

繰延税金資産計 1,148

　 　

繰延税金負債 　

その他有価証券評価差額金 △370

繰延税金負債計 △370

繰延税金資産の純額 777

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産 　

退職給付引当金 1,035百万円

訴訟損失引当金 572

役員退職慰労引当金 204

投資有価証券評価損 127

減損損失 109

その他 106

計 2,155

評価性引当額 △345

繰延税金資産計 1,810

　 　

繰延税金負債 　

その他有価証券評価差額金 △274

繰延税金負債計 △274

繰延税金資産の純額 1,535

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の

負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５

以下であるため注記を省略しております。
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.5％

(調整) 　

交際費等永久に損金に
算入されない項目

3.1

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△6.0

住民税均等割等 3.3

試験研究費の特別税額控除 △22.3
評価性引当額の増減
その他

△1.9
0.2

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

17.1

　

EDINET提出書類

ミヨシ油脂株式会社(E00881)

有価証券報告書

 88/105



　

(１株当たり情報)

　

項目
前事業年度

(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

当事業年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

１株当たり純資産額 182円86銭 183円37銭

１株当たり当期純利益 2円45銭 4円88銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益は、潜在株式がないため記載して

おりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益は、潜在株式がないため記載して

おりません。

　 １株当たり純資産額の算定上の基礎

純資産の部の合計額 18,841百万円

純資産の部の合計額
から控除する金額

―百万円

普通株式に係る期末
の純資産額

18,841百万円

１株当たり純資産額
の算定に用いられた
期末の普通株式の数

103,035千株

１株当たり純資産額の算定上の基礎

純資産の部の合計額 18,893百万円

純資産の部の合計額
から控除する金額

―百万円

普通株式に係る期末
の純資産額

18,893百万円

１株当たり純資産額
の算定に用いられた
期末の普通株式の数

103,033千株

　 １株当たり当期純利益の算定上の基

礎

損益計算書上の
当期純利益

208百万円

普通株式に係る
当期純利益

208百万円

普通株主に帰属しな
い金額の主要な内訳 　

該当事項はありません。

普通株式の
期中平均株式数

85,246千株

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎

損益計算書上の
当期純利益

502百万円

普通株式に係る
当期純利益

502百万円

普通株主に帰属しな
い金額の主要な内訳 　

該当事項はありません。

普通株式の
期中平均株式数

103,034千株

　

(重要な後発事象)

　当社では、平成23年３月11日に発生いたしました東北地方太平洋沖地震により、千葉工場（千葉市美浜

区）が被害を受けました。

(1) 被害の状況

当該地震により被害を受けた資産は、製品在庫、設備等の一部であります。

なお、人的被害はありません。

　
(2) 損害額

損害額は、目下算定中であり、現時点では確定しておりません。

　
(3) 当該災害が営業活動等に及ぼす重要な影響

千葉工場の生産設備は、既に復旧しており、営業活動等に及ぼす影響は軽微であります。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券

その他有価証券

【その他】

　

種類及び銘柄 券面総額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円)

（信託受益権） 　 　

三井住友ファイナンス＆リース㈱
債権信託受益権

500 500

計 500 500

　

投資有価証券

その他有価証券

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

㈱三菱UFJフィナンシャル・
グループ

4,068,680 1,786

山崎製パン㈱ 853,000 835

三菱商事㈱ 259,000 569

東海カーボン㈱ 500,000 252

㈱神戸屋 442,567 162

㈱千葉銀行 257,000 135

㈱常陽銀行 311,000 111

明治ホールディングス㈱ 23,000 84

森永製菓㈱ 365,000 69

日本化学工業㈱ 320,000 66

その他(55銘柄) 4,055,134 815

計 11,454,381 4,888

　

【その他】

　

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(百万円)

(出資証券) 　 　

生物系特定産業
技術研究推進機構

1,000 10

(投資信託受益証券) 　 　

三菱UFJ・メロングローバル
バランス

2,000 19

ダイワ外貨MMF 966,883,865 787

計 966,886,865 817
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【有形固定資産等明細表】
　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 13,224 16 36 13,2048,641 361 4,563

　構築物 1,819 5 15 1,809 1,433 47 376

　機械及び装置 30,098 416 634 29,88026,496 963 3,383

　車両運搬具 76 1 7 71 66 2 4

　工具、器具及び備品 2,059 103 140 2,021 1,784 95 237

　土地 4,430 ―
17
(17)

4,412 ― ― 4,412

　建設仮勘定 2 680 543 139 ― ― 139

有形固定資産計 51,7111,224
1,395
(17)

51,54038,4221,47013,117

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　特許権 88 27 8 106 46 11 60

　借地権 133 ― ― 133 ― ― 133

　商標権 44 1 7 38 22 3 15

　ソフトウエア 563 4 88 479 441 95 38

　その他 39 ― 0 39 0 0 38

無形固定資産計 870 32 105 798 510 110 287

長期前払費用 46 1 1 47 37 9 9

(注) １　当期増加額の主なものは、次のとおりであります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　

機械及び装置 神戸工場 制御装置更新 63百万円

機械及び装置 千葉工場 噴霧乾燥工程除湿機設置工事 35百万円

２　当期減少額の主なものは、次のとおりであります。

機械及び装置 千葉工場 ボイラー室内改造工事に伴う除却 127百万円

　　なお、減少額のうち（　）内は内書きで減損損失の計上額であります。

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　

15 8 ― 7 16

役員退職慰労引当金 488 46 29 ― 505

訴訟損失引当金 ― 1,412 ― ― 1,412
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(注)　貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、洗替えによる取崩額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

１　資産の部

イ　現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 25

預金 　

当座預金 1,347

普通預金 2

通知預金 3,608

別段預金 0

計 4,957

合計 4,983

　
ロ　受取手形

(イ)相手先内訳

　

相手先 金額(百万円)

研三商事㈱ 381

セキセイＴ＆Ｃ㈱ 334

㈱互幸商会 178

小西安㈱ 158

昭栄薬品㈱ 141

その他 1,512

合計 2,707

　
(ロ)期日別内訳

　

期日別 金額(百万円)

平成23年１月満期 1,184

〃 　２月 〃 784

〃 　３月 〃 457

〃 　４月 〃 172

〃 　５月 〃 108

合計 2,707
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ハ　売掛金

(イ)相手先別内訳
　

相手先 金額(百万円)

ニッシン・トーア㈱ 1,341

ミヨシ商事㈱ 758

兼松ケミカル㈱ 653

三菱商事㈱ 432

伊藤忠商事㈱ 262

その他 5,967

合計 9,415

　
(ロ)売掛金の発生および回収ならびに滞留状況

　

前期繰越高
(百万円)
 
(Ａ)

当期発生高
(百万円)
 
(Ｂ)

当期回収高
(百万円)
 
(Ｃ)

当期末残高
(百万円)
 
(Ｄ)

回収率(％)
 
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
　 (Ａ)＋(Ｄ)　
　 ２ 　
　 (Ｂ) 　
　 365 　

9,230 42,326 42,141 9,415 81.7 80.4

(注)　消費税等の会計処理は税抜方法を採用しておりますが、当期発生高には消費税等を含めております。

　
ニ　商品及び製品

　

品名 金額(百万円)

食用油脂類 1,212

工業用油脂類 262

計 1,474

化成品類 526

合計 2,001

　

ホ　仕掛品

　

品名 金額(百万円)

食用油脂類 308

工業用油脂類 61

計 369

化成品類 154

合計 523
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へ　原材料及び貯蔵品

品名 金額(百万円)

原材料 　

　動物油類 717

　植物油類 422

　薬品等副原料類 483

計 1,624

貯蔵品 　

　包装材料類 41

　補助材料類 20

　その他 47

計 109

合計 1,734
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２　負債の部

イ　支払手形

(イ)相手先別内訳
　

相手先 金額(百万円)

ミヨシ物流㈱ 480

研三商事㈱ 294

三ツ和商事㈱ 124

㈱共栄商会 123

㈱イズム 34

その他 220

合計 1,278

　

(ロ)期日別内訳
　

期日 金額(百万円)

平成23年１月満期 761

〃 　２月 〃 361

〃 　３月 〃 88

〃 　４月 〃 66

〃 　５月 〃 0

合計 1,278

　

ロ　買掛金

相手先別内訳
　

相手先 金額(百万円)

三井物産㈱ 1,735

三菱商事㈱ 942

㈱共栄商会 412

丸紅㈱ 400

花王㈱ 298

その他 3,382

合計 7,171
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ハ　短期借入金
　

借入先 金額(百万円)

㈱三菱東京UFJ銀行 700

農林中央金庫 700

三菱UFJ信託銀行㈱ 700

㈱千葉銀行 350

㈱常陽銀行 300

㈱三井住友銀行 225

合計 2,975

　

二　設備関係支払手形

(イ)相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

向洋電機㈱ 34

内外施設工業㈱ 33

新菱冷熱工業㈱ 32

㈱日立ハイテクノロジーズ 30

㈱立花エレテック 30

その他 376

合計 538

　

(ロ)期日別内訳
　

期日 金額(百万円)

平成23年１月満期 126

〃 　２月 〃 57

〃 　３月 〃 249

〃 　４月 〃 89

〃 　５月 〃 14

合計 538
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ホ　長期借入金
　

借入先 金額(百万円)

㈱三菱東京UFJ銀行 1,453

農林中央金庫 1,453

三菱UFJ信託銀行㈱ 1,453

㈱三井住友銀行 645

㈱千葉銀行 546

その他 633

合計 6,183

　
　

へ　退職給付引当金
　

区分 金額(百万円)

退職給付債務 6,106

未認識過去勤務債務 △2

未認識数理計算上の差異 △555

年金資産 △3,290

前払年金費用 514

合計 2,771

　

(3) 【その他】

①　決算日後の状況

特記事項はありません。

　

②　訴訟

東ソー株式会社より、当社が製造・販売するピペラジン系重金属固定化処理剤が東ソー株式会社の

保有する特許を侵害するとして、当該製品の製造差止と損害賠償請求がなされ、平成22年11月18日に東

京地方裁判所より、当社が製造するピペラジン系重金属固定化処理剤の製造差止・廃棄と1,191百万円

及び遅延損害金の支払いを命じられました。

　当社といたしましては、本判決は承服しがたいものであり、知的財産高等裁判所へ直ちに本判決の取

り消しと東ソー株式会社の請求棄却を求め控訴し、現在係争中であります。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

剰余金の配当の基準日 12月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り
及び買増し

　

取扱場所
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 ―

買取・買増手数料 株式売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 な
お、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりであ
ります。 http://www.miyoshi-yushi.co.jp/

株主に対する特典 なし

(注)　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定に

よる請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに有価証券報告書の確認書

事業年度　第84期(自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日)平成22年３月26日関東財務局長に提

出。

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

事業年度　第84期(自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日)平成22年３月26日関東財務局長に提

出。

(3) 四半期報告書、四半期報告書の確認書

第85期第１四半期(自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日)平成22年５月13日関東財務局長に提

出。

第85期第２四半期(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)平成22年８月11日関東財務局長に提

出。

第85期第３四半期(自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日)平成22年11月11日関東財務局長に提

出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

　
平成22年３月26日

ミヨシ油脂株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　村　　山　　憲　　二　　㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　佐　　野　　康　　一　　㊞

　
　
＜財務諸表監査＞
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に
掲げられているミヨシ油脂株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の連結財
務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計
算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の
責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基
準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい
る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行
われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監
査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、ミヨシ油脂株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する
連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。
　
＜内部統制監査＞
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ミヨシ油脂株式会
社の平成21年12月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運
用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報
告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全
には防止又は発見することができない可能性がある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠
して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な
虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ
れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体
としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見
表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、ミヨシ油脂株式会社が平成21年12月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表
示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評
価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上
　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

　
平成23年３月29日

ミヨシ油脂株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　村　　山　　憲　　二　　㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　佐　　野　　康　　一　　㊞

　
　
＜財務諸表監査＞
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に
掲げられているミヨシ油脂株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の連結財
務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計
算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の
責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基
準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい
る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行
われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監
査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、ミヨシ油脂株式会社及び連結子会社の平成22年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する
連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。
　
＜内部統制監査＞
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ミヨシ油脂株式会
社の平成22年12月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運
用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報
告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全
には防止又は発見することができない可能性がある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠
して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な
虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ
れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体
としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見
表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、ミヨシ油脂株式会社が平成22年12月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表
示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評
価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上
　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

　
平成22年３月26日

ミヨシ油脂株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　村　　山　　憲　　二　　㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　佐　　野　　康　　一　　㊞

　
　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているミヨシ油脂株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの第84期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ミヨシ油脂株式会社の平成21年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

　
平成23年３月29日

ミヨシ油脂株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　村　　山　　憲　　二　　㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　佐　　野　　康　　一　　㊞

　
　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているミヨシ油脂株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの第85期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ミヨシ油脂株式会社の平成22年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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